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［第一部 基調講演］10:00-10:25 

「すべての子どもに学ぶ場を－外国につながる子どもの不就学ゼロを 

めざして」                                   講演者 小島祥美 

（東京外国語大学多言語多文化共生センター長／世界言語社会教育センター准教授） 

みなさま、こんにちは。小島祥美です。 

では、さっそくはじめさせていただきます。どうぞよろしくお願い致します。 

まずは、この 30 年間の外国籍住民数の変化をご覧ください。 

急速に増加した 30 年間であったことがわかります。 

1990 年の入管法改正は、バブル景気に沸いたなかで労働者力不足を補うために行われた、言わ

れています。「日系」というルーツで選別されたことで、実際には、ブラジルやペルー国籍者が国内

で急増しました。 

そして、1993 年には技能実習制度が創設されることで、徐々にその数は増加し、2005 年には

200 万人を超えました。 

そして、2008 年です。日系のルーツである、日本からブラジルへの移民開始 100 周年を祝った年

であり、同時に、世界的な経済危機「リーマンショック」が起きた年でもありました。企業の「大量の

非正規雇用労働者の解雇」と、国が行ったいわゆる「帰国支援事業」によって、外国籍住民がはじ

めて減少しました。 

その後の景気回復に伴って政府は、外国人労働者の受け入れを始めます。高度人材ポイント制度

を導入し、また帰国支援の日系人に対して条件付きでの再入国許可が開始し、留学生受け入れ

30 万人計画などによって、一気に外国籍住民が増加しました。その間、2016 年には年間難民申

請者数も 1 万人を超えました。 

そして、人手不足を理由に、就労を目的とした新たな在留資格「特定技能制度」の創設によって、

2019 年には過去最多を記録しました。 

では、この表を用いて、教育にかかわる動きの 30 年間を見てみましょう。 

1990 年の入管法改正によって、想定外のことが学校現場で起こります。それによって、翌 1991 年

から、当時の文部省では日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査がはじまりまし

た。2006 年の調査からは、「日本語指導が必要な児童生徒」が定義されると、その存在が「じわじ

わ」と学校で認識されることで、その数も増加しました。 

そのなかで起こった、リーマンショック。保護者の派遣切りなどによって、学校に通えなくなる子ども

が続出しました。2011 年には、文部科学省から「外国人児童生徒受入れの手引き」が発表され、

2014 年からは、小中学校の正規の課程として日本語能力に応じた指導を実施できる「特別の教
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育課程」が始まりました。 

2019 年、家族と一緒に来日できるという新しい在留資格の創設によって、国会においても子ども

のことがクローズアップされました。その結果、ついに、文部科学省主導による初めての学齢期の外

国籍の子どもの就学実態調査の実施と、つながりました。この調査結果を受けて、昨年 7 月に文部

科学省からは、指針が発表されました。 

この表に、冒頭の学長から紹介のあった、東京外大の主な取り組みを加えてみました。 

多言語の漢字教材は 2008 年に、対話型アセスメント DLA は 2014 年に作られました。DLA は、

後ほどの第 3 部に登壇される、伊東祐郎先生が中心となって開発されたものです。 

このように大きな動きはありましたが、30 年間、まったく変化のないことがあります。それは、就学の

扱いです。つまり、外国籍者の就学扱いは、1990 年以降に増加した外国籍者に限定されるもので

もなく、在日コリアンを含めて、皆同じであるのです。それは、これまでの国会答弁でも明らかです。

そのため、「日本語を覚えてから」と言って、いまだ、就学手続きを拒む自治体も実在するのです。 

このような現状において私は、外国につながる子どもの不就学をゼロにすることを使命と思い、研究

活動に取り組んでいます。それは、私自身のこれまでの人生と大きく関係しているからです。 

1994 年、私は短大卒業後に着任した小学校で、初めて外国につながる児童たちと出会いました。

当時は電子辞書などの便利な機器がなかったので、こうした児童とやり取りは紙の辞書を使うしか

なく、これには限界がありました。「お弁当を持ってきてね」と伝えたつもりが、翌日空の弁当箱を持

ってきてしまった、ということもありました。 

そのような失敗から私は、放課後に児童らの家庭を訪問して、直接伝えるようにしました。訪問を重

ねるうちに、学校での日常では知ることのできない、児童や家族が抱える問題を初めて知りました。 

たとえば、ベトナムにつながる児童たちは、ボートピープルとして来日した難民の子でした。保護者

からは、ヨーロッパに逃げた親戚が海賊に襲われたことなどを聞きました。 

私と児童らとでは、見えている景色が違うことが、本当にショックでした。家庭訪問を通して湧いた、

一体私はこの子らに何ができるのだろうという思い。あの時の出会いと、何もできなかったもどかし

さが、今の活動の原点です。 

「⼦どもたちの育った国を、この⽬で⾒たい！」と思い⽴ち、その後旧大阪外国語大学へ入学し、す

ぐに世界⼀周の旅に出ました。帰国後、神⼾で被災した外国⼈⽀援のボランティア活動に参加しま

した。この活動のなかで、学校に通っていない子どもたちと出会ったのです。1999年のことです。 

訪れた神⼾市内のアパートの⼀室に１０⼈ほどの⼦どもがいました。「何をしてるの？」と聞くと、ポ

ルトガル語で返事。「パパとママの帰りを待ってる」というのです。親は⾷品⼯場で働いていました。

行政にその実態を話しても、就学義務の対象外だからと、相手にしてもらえませんでした。どうした

ら、解決できるのだろう。私はずっとその解決方法を模索していました。

2



当時の日本は、世界で一番ODAに出資していました。「万人のための教育」をスローガンに、すべ

ての人に基礎教育を提供することが、世界共通の目標とされているにもかかわらず、日本国内に暮

らす外国籍者を日本の政府は義務教育の対象外と扱う、その矛盾。国際協力という観点から日本

国内を見たらどうなるのだろう。そう思い、大学院へ進学しました。 

そして、2001年のことです。静岡県浜松市など、1990年の入管法改正によって外国籍住民が増

加した自治体によって、国に制度改正を求める「外国人集住都市会議」が発足しました。初の首長

が集まる公開会議に私も参加し、たいへん驚きました。なぜならば、議題の１つが、外国籍の子ども

の不就学問題であったからです。 

後ほどの第3部に登壇される群馬県太田市も、発足時からこの会議に参加する自治体です。恩田

由之教育長とは、この会議で太田市長との出会いで一緒に活動を行うことになったという、18年来

の仲でもあります。大学院の後輩と太田市での活動に参加しながら私は、日本と地球の反対側・南

米ボリビアでのJICA長期インターンシップにも参加しました。そして、ボリビアの地で、これまでの考

えに整理できました。 

日本では、外国籍の親に⼦どもを就学させる義務がないことで、国も自治体も、外国籍の子どもの

就学実態を把握していませんでした。つまり、私が神戸で出会った不就学の子どもたちは、社会か

ら「見えない」子どもでした。よって、問題解決には、その存在の可視化が必須と考えました。そのた

めにも、すべての住民と直接会って、一人一人の子どもの就学実態をこの目で確認しよう。そう、ボリ

ビアの地で、「覚悟」ができたのです。 

帰国後、運命的な出会いにつながりました。それが、岐阜県可児市との出会いです。先ほど述べた、

外国人集住都市会議発足時に参加していた自治体でもありました。市およびNPO、県の関係者と

の考えが合致したことで、私は可児市にすぐに引っ越しました。そして、行政とＮＰＯとの協働による

調査として、挑みました。2003年のことです。 

調査によって、明らかになったことがたくありました。概要を３つに絞ると、１つ目が不就学の子ども

が実在したこと、2つ目が公立の中学校からの中退者が多かったこと、3つ目が不就学児の大半が

日中働いていたことです。 

児童労働とは、途上国での問題と思っていただけに、驚きの結果でした。この事実は、当時の可児

市の一部の関係者からも信じていただけず、最終的に子どもたちが働く職場に、労働基準監督署

が入ったときの報道が、こちら中日新聞の記事です。「15歳以下、12人を雇用。不就学の日系人、

工場に」です。  

調査結果という根拠に基づき、可児市長の「不就学ゼロ」宣言へと、つながりました。 

そして、2005年4月。調査を通じて構築したネットワークを生かした連携による実践が開始しまし
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た。開始にあたり、人と組織をつなぎ、子ども一人ひとりに寄り添うソーシャルワーカーのような働き

ができる新しい職務として、「外国人児童生徒コーディネーター」が新設されました。可児市の粋な

計らいで、そこに私を抜擢してくださったのです。 

「不就学ゼロ」を合言葉に、私は関係者とできることすべてに取り組みました。その成果は1年後実

り、ゼロを達成。それから16年が経過しますが、今もこの目標を掲げて、連携を大切にして「不就学

ゼロ」に取り組む、可児市です。 

私たちは、ものすごい教育手法を開発したわけではありません。まず取り組んだことは、これまでの

子どもの成育歴や家庭環境など、個人を丁寧に把握することでした。そして、個別に目標を示し、自

己肯定感を育むことができる環境づくりに着手しました。丁寧に個人を把握することの重要性は、全

家庭を訪問調査するなかで学んだことでした。なぜならば、子どもたちは、解決できない大きな問題

を抱えながら生きていたからです。

そして、指導体制の見直しとして、初期の日本語を集中的に学ぶことができる教室をつくりました。

このアイデアは、旧大阪外大で、実際に目にした国費留学生に行われていたプログラムからの着想

です。そのため、学校外の別室で、オリジナルの時間割を設定し、学籍保障にもこだわりました。可

児市に当時、世界最大級のバラ園ができことと、この時に青いバラが発売されたのですが、その花

言葉が気に入り、教室名を「ばら教室KANI」と名付けました。現在では、全国で「プレクラス」と呼

ばれている教室です。

コーディネーターとして私は、多様な人や組織と連携しながら、個別の状況に応じた柔軟な対応に

心掛けました。初年度の例として、Mくんを紹介します。Mくんは、15歳で来日した青年でした。年齢

を理由に他地域では就学を断れたことを、彼のお姉さんが可児市に転居したことで、お姉さんと私

は出会いました。お姉さんの話をよく聞いてみると、Mくんは母国で9年間の学習を終えていること

がわかりました。「それなら、高校進学にできるよ！」と伝えると、Mくん一家は他県から可児市に引っ

越してきました。そして、高校入試まで私はMくんに伴奏し、その年度内に、Mくんは見事公立高校進

学を果たしました。現在彼は、可児市内の企業で正社員として仕事し、市内でマイホームを購入し

て、2児のパパとして暮らしています。この16年間で、可児市のなかでMくんのような青年は珍しくな

くなりました。「生まれたところは違うけど、育ててくれた街」として、彼（女）らの言葉で可児を「ジモ

ト」と表現してくれます。こうした若者たちが納税者の一人となって暮らす可児は、この10年間の人

口数に変動ありません。

でも、外国籍住民は、いまだ参政権がありません。そのため私は、当時出会ってしまった地域課題が

解決できるまでは、この地を離れないと心に決めています。なぜならば、就学実態調査を行ったと

き、すべての外国籍家庭が、調査に協力してくれたからです。声を政治に届けることができないがゆ

えに、それを私に託したのではないかと、私は受け止めています。調査に協力してくれた無国籍状態

の人たちのこと、そして、当時救済できなかった不就学の子どもたちのことは、私は決して忘れませ

ん。
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少し、世界に目を向けてみましょう。身近になったＳＤＧｓという言葉。2030年までに果たす世界共

通の約束ですね。17の目標の1つに、「質の高い教育をみんなに」があり、その達成状況を評価し

た最新のものが、こちらです。初等教育について、学校に通うことが最もできていないとされる地域

が、サハラ以南のアフリカ地域で、その比率が19％と報告されています。 

では、日本に暮らす外国籍の子どもたちはどうでしょう。 

2019年にはじめて文部科学省が行った調査の結果が、こちらです。就学以外が、18.1％。つまり、

日本に暮らす外国籍の子どもは、サハラ以南のアフリカ地域に暮らす子どもとほぼ等しい状況に置

かれているのです。このゆゆしき事態を放っておくことは、未来にそのまま跳ね返ってくる事態を招く

でしょう。 

そのことは、この有事のなかで、命を守ることともを密接していることが明らかになりました。 

先ほどの文部科学省が行った調査の「就学」には、国は「学校」と見なしてないインターナショナル

スクールやブラジル学校、朝鮮学校などの外国学校に通う子どもが含まれています。そのため、学

校種別に区分した結果が、こちらです。日本の学校である、通称一条校に通う子ども以外が、

27460人。しかしながら、現行の法律では日本の学校での就学と健康を守ることがセットになって

いるため、外国学校に通う子どもは、公費で健康診断さえも受けることができないのです。何よりも、

就学の実態が把握されていないことは、子どもの命の所在が不明であることを意味します。そのこと

は、この有事のなかで、外国学校でクラスターが発生したことで顕著となりました。よって、感染症対

策としても就学実態把握は必須であり、すべての子どもの命と健康が守られる仕組み作りが急務

であるのです。

この30年間を駆け足で見てみましたが、最後に、全国での「不就学ゼロ」の実現に向けて、今後当

センターで私が取り組みたいことを考えました。それは、母語支援員の活躍方法の改善です。地域

によって名称は異なりますが、子どもがわかる言語で学習を支える人材のことです。学校現場では

とても大きな存在であるにも関わらず、学校での活躍方法が適切でない現場を、私はこれまでたく

さん見てきました。何よりも処遇が悪いことで、各地では子育て中の女性が担っているが実際です。

専門職であるのに、働く母語支援員自身も、自分の子どもには決して引き継ぎたくない職になって

しまっています。

日本の学校での算数や社会などの教科の学習を理解するなかで、得意な言語が日本語でない児

童生徒が、日本の学校だからという理由だけで、日本語だけで考えることが効果的でしょうか。今、

公立小中学校の障害のある子ども向けの特別支援学級に、日本語指導が必要な児童生徒の在籍

率が高い地域がありますが、まさに、子どもの表面的な日本語の理解度だけに止まってしまっている

ゆえに、現場で起こっていることではないか、と私は考えます。この点については、第 3 部に登壇され

る田中ネリ先生から、専門家としてお話しいただきます。
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私が可児市教育委員会で外国人児童生徒コーディネーターを務めていた2005年当時、市内の

小中学校に通う外国につながる児童生徒からは、「算数が嫌い」「算数がわからない」という声を

多く聞きました。また中学校の現場では、「中学生なのに九九も知らない」からと、熱心に日本語で

九九の暗唱を指導する先生の姿もありました。しかし、私はそうした指導に疑問がありました。そこ

で、来日したばかりの児童生徒たちが初期の日本語を勉強するばら教室KANIで取り組んだ当時

の映像を、ここで少しご覧ください。 

映像の上映 

教科の内容を理解するときに子どもたちの持つあらゆる言語能力を生かすことで、子どもの「わか

った！」が確実に増えました。 

それは、新学習指導要領でも重要視されている思考力などを育てることと合致した点と、私は考え

ます。 

日本語指導が必要な児童生徒の言語的背景が多言語化するなかで、そして、日本生まれ日本育

ちの外国につながる子どもが今後ますます増加する日本において、私は母語支援員と現場の先生

とが協働して、教科の理解を深める授業づくりが必須と考えます。バイリンガル教育の理論に基づ

き、私は外国につながる子どもの得意なことを生かした教育を日本の学校で日常化させたいです。 

そこには、母語を活用して日本語を育てる手法を理解した母語支援員の育成が要であり、同時に、

そうした人材を適切に活躍できる教育手法を理解した教師とのコラボによって、はじめて実現でき

ることでしょう。 

当センターでは、これまで多くの方々のご尽力により研究活動が活発に行われ、漢字教材やDLAな

どが開発されてきました。こうした方々の意思を引き継ぎ、これまでの研究成果を効果的に活用しな

がら、社会に貢献できる研究に取り組んでいきたいです。多言語多文化を生かした教育実践は、同

じ地域に育つ日本の子どもたちにとっても、豊かな教育の実現となると、私は信じています。 

全国での「不就学ゼロ」をめざし、誰一人取り残さないために何ができるか。そのヒントは、未整備

の教育環境のなかで、自己の進路を開いてきた先輩たちの生き方のなかに、たくさんあると私は考

えます。そこで、第2部を企画しました。若者の声にぜひ耳を傾け、一緒に考えていきましょう。 

大勢の前で、自分史を語る現役の外国につながる学生たちの勇気に心から感謝して、第2部にバト

ンを渡し、これで私は終了させていただきます。

ご清聴いただき、ありがとうございました。
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［第二部 外国につながる学生によるトークセッション］10:25-10:55 

「私と東京外大」 

登壇者 

伊藤恵子（東京外国語大学国際社会学部東アジア地域専攻 3 年）   

小島クリッシイりか（東京外国語大学大学院総合国際学研究科博士前期課程 2 年） 

守屋アンパトリス（一橋大学大学院経営管理研究科修士 1 年） 

第二部では、登壇者 3 名より、自身のルーツなどから大学進学までのこと、また、言語や文化 

などの壁で困難を抱えたこと、そして自身の経験や体験から社会に望むことについて、それぞれの 

パーソナルヒストリーをご紹介いただきました。 
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※本資料では、パネリスト様の敬称は省略させていただきます。

［第三部パネルディスカッション］ 11:00-12:30（質疑応答 10 分を含む） 

「多言語多文化を生かし合う未来の学校の姿」 

パネリスト 

北山浩士（前文部科学省総合教育制作局国際教育課長（当時）） 

伊東祐郎（東京外国語大学名誉教授／国際教養大学専門職大学院教授） 

恩田由之（群馬県太田市教育長） 

田中ネリ（公認心理士／臨床心理士）

講演部分 

【概要】北山 

  ご紹介いただきました北山です。7 月７日付で内閣官房子ども政策推進体制検討チームというと

ころに異動になりましたが、6 月末日まで文科省の総合教育局で国際教育課長として勤務しており

ました。前職ということで恐縮ですが、私から、外国人児童生徒教育の現状と文科省の取り組みに

ついて、簡単にご紹介をさせていただきます。 

皆さまもご存じかと思いますが、公立学校における日本語指導必要児童生徒が急増しており、平

成 30 年度で約 5 万人となっています。外国人児童生徒は平成 24 年度以降急増しており、こうし

たデータについては今年度（令和 3 年度）に改めて全国調査を行い、更新する予定です。その際、

特別支援学級に配置されている外国人児童生徒の数や、そのような決定を行うにあたって配慮し

たことについても具体的に調べる予定になっております。また、調査結果については、市町村別にデ

ータを示すということも含めて検討中で、今年度末には公表できるものと考えております。 

  日本語指導が必要な児童生徒数を都道府県別のデータで見ますと、愛知県が最も多く、神奈川、

東京、大阪、静岡が続いております。その他、茨城、群馬、埼玉、千葉、岐阜、三重、滋賀、兵庫を加え

た 13 の都府県に、特に日本語指導が必要な児童生徒が多くなっており、外国人人口比率の大き

さとほぼ一致した傾向ともなっています。 

  日本語指導が必要な児童生徒のうち、何らかの特別な指導を受けることができている外国人児

童生徒の割合は、外国人児童生徒がまだ少なかった平成 24 年以前は 8 割台半ばで推移してい

ましたが、平成 24 年から平成 28 年に向けて割合が減り、平成 30 年は 79.5 パーセントと 8 割

に満たない数字になっております。 

  次に、特別な指導を受けることができている児童生徒の中で、「特別の教育課程」を受けている

児童生徒の割合は 6 割強にとどまっております。その理由を、比較的取り組みが進んでいる愛知県

と静岡県に聞いたところ（特別な指導の外国人児童生徒への実施率が愛知県は 87 パーセント、
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静岡県は 86 パーセント）、日本語指導の経験やノウハウのある教員の不足、教員全体の不足、日

本語指導担当になることが決まってから研修を受けるなど対応が後手に回ってしまうこと、散在地

域が増えてきていること、そうした地域では外部人材の確保も困難であること、外国人児童生徒の

母語が多様化しており、母語支援員の確保に苦慮していることといった回答がございました。 

  他に、高等学校段階において、日本語指導が必要な高校生の中退率や非正規就職率、進学も

就職もしていない者の比率というのは、高校生全体の水準から見ると極めて高くなっているという

課題があります。中退率は 9.6 パーセントとおよそ 1 割、進学率は 4 割程度と低く、就職者におけ

る非正規就職率は 4 割と、高校生全体の非正規就職率の 10 倍になっております。進学も就職もし

ていない人の割合というのは 18.2 パーセントと、高校生全体の 2.5 倍ほどになっています。 

  日本語指導の状況と併せ、就学状況についてですが、令和元年度に文科省が初めて実施した

全国調査により、2 万人近くの外国人児童生徒が不就学の可能性があると考えられるといった結

果が出ました。この調査についても今年度に改めて実施し、市町村別のデータを含めた調査結果

を年内には公表する予定です。 

  文科省の取り組みについてご紹介しますと、まず日本語指導に関しては、体制整備を進めるとと

もに、補助事業により自治体を支援しています。体制整備としては、平成 26 年に義務教育段階で

の「特別の教育課程」を制度化し、学校での取り出し指導といった特別な指導が行えるようにしま

した。 

  また、平成 29 年度からは、日本語指導に必要な教員の基礎定数化（「特別の教育課程」を実

施するため、日本語指導が必要な児童生徒が圏内に 18 人いた場合に 1 名の教員を配置すると

いう制度上の措置）の取り組みを進め、令和 8 年度までに計画的に教員配置を進めることとしてお

ります。本日ご参加の皆さまには、教育委員会、学校の関係者もいらっしゃることと思いますが、この

18 人に 1 人というのは、「特別の教育課程」を実施するためということで措置されており、「特別の

教育課程」が編成されていないと定数措置も行われないということになってしまいます。教育委員

会、学校の関係者の皆さまには、ぜひとも「特別の教育課程」の取り組みを進めていただければと

思っております。 

  自治体の取り組みをサポートするための国庫補助事業として、「帰国・外国人児童生徒等に対す

るきめ細かな支援事業」というものを実施しており、令和 3 年度には 7 億 2300 万円を計上し、26

都道府県、15 政令市、18 中核市、80 市区町村における取り組みを実施しているところです。 

  また、高等学校段階の日本語指導については、今年度中に「特別の教育課程」を高校でも実施

できるよう制度化し、来年度末までに指導資料などを作成するとともに、自治体を通じて学校にカリ

キュラム設計を促し、令和 5 年度からは、学校における授業が実際に行われるようにすることを目指

した取り組みを進めております。まず、今年度に入ってから文科省有識者の検討会を設けて、議論を

開始しているところです。 

  次に、就学支援に関する文科省の取り組みです。令和元年に初めて実施した調査の結果を受け

て、令和 2 年 7 月には、就学促進・就学状況把握の指針を策定しました。これは日本語教育推進

法に基づき、閣議決定により定められた基本方針に基づいて策定されたものです。理念としては、
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「外国人の子どもたちが将来にわたって我が国に居住し、共生社会の一員として今後の日本を形

成する存在であることを前提に、日本における生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばし未来を切

り拓くことができるようにするため」に、自治体が講ずべき事項を指針としたものになります。この指

針では、就学状況の把握、就学案内等の徹底、出入国記録の確認、学校への円滑な受け入れへの

留意事項といったものを定めております。これを受け、補助事業による自治体支援として、外国人の

子どもの就学促進事業を実施しており、今年度は、昨年度から 3500 万円増を計上して取り組み

を支援しています。 

  他に国全体として、令和 7 年度までに地方公共団体の情報システムの標準化を目指す取り組み

を行っており、その一環として、住民基本台帳システムと学齢簿システムの情報共有を進めようとし

ております。これにより、外国人の子どもの就学状況が透明化されることが期待されています。取り

組みを進める自治体については、総務省が財政支援をしており、標準仕様に基づくことやガバメン

トクラウドを活用すること等を条件に、システム導入や更新の経費が 100 パーセント補助されること

になっています。外国籍の子どもを学齢簿の中に入れることは法令上の義務にはなっておりません

が、住民基本台帳のデータを学齢簿の上でも共有することで、外国人の子どもについても自動的

に学齢簿上に名前が現れるようになり、日本国籍の子どもに対してと同様に、就学案内の送付を行

えるようになることが期待されています。具体的な手順については、6 月 29 日に総務省で行われた

会議で手順書案が示されているようですので、そちらをご参照いただき、ぜひ各自治体に取り組み

いただきたいと考えております。 

  最後に、今年 7 月末にリリースした動画コンテンツについてご紹介します。外国人児童生徒等教

育の充実と受け入れ支援のため、対象者別に動画を作成しました。まずは、外国人児童生徒等の

教育に携わる教職員、支援員等の方を対象に、基礎的な知識を学んでいただけるよう、1 動画当た

り 20 分～30 分の研修動画を 5 つ作成し、どなたでもご覧いただけるよう、YouTube の文科省公

式チャンネルに掲載しています。同時に、外国人児童生徒や保護者向けの動画として、日本の学校

のことを紹介する動画を 2 本、こちらは 7 カ国語で作成し、こちらも YouTube にアップしています。

本日ご参加の皆さまにもぜひご覧いただきたく、資料にある URL や QR コードから、もしくは

Google などで『文科省 外国人児童生徒 動画』と検索し、そちらからご覧いただければと存じま

す。 

  資料の最後に、政府方針として決定された経済財政運営の基本方針、改定された総合的対応

策の中で外国人の子どもに係る対策について触れられている部分、中教審答申を付けております

ので、着実に施策が進められていることをご確認いただければと思っております。 

私からの最初のプレゼンは以上でございます。ご清聴ありがとうございました。 
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【資料解説】北山 

※資料 2 枚目

●公立学校における日本語指導が必要な児童生徒が急増

→平成 30 年度で約 5 万人

→外国人については、平成 24 年度以降急増

→このデータについては令和 3 年度に改めて全国調査を行い、更新予定。

今年度末には公表。その際、特別支援学級に配置されている外国人児童生徒数、配慮事項に

ついても具体的に調査予定 

→調査結果については、市町村別にもデータを示すことも含めて検討中

※資料 3 枚目

●愛知県が断トツ

●続いて神奈川、東京、大阪、静岡。その他茨城、群馬、埼玉、千葉、岐阜、三重、滋賀、兵庫に、特に

日本語指導が必要な児童生徒が多い。 

→外国人人口比率の大きさとほぼ一致した傾向

※資料 4 枚目

●(右表)外国人児童生徒が少なかった平成 24 年以前は 8 割台半ばで推移していたが、平成 24

年から平成 28 年に向けて割合減。平成 30 年度に多少増加しているが、79.5％と 8 割には満た

ない状況。 

●(左表)愛知県…実施率 87%、静岡県…実施率 86％／日本全体の実施率は 6 割強

→実施率が低いのは何故か。

・日本語指導の経験やノウハウのある教員の不足

・教員全体の不足

・日本語指導担当になることが決まってから研修を受けるなど、対応が後手に回る。

・散在地域の増加に伴う外部人材確保の困難さ

・外国人児童生徒の母語が多様化していることに伴う、母語支援員の確保が困難

※資料 5 枚目

●日本語指導が必要な高校性

→中退率、非正規就職率、進学も就職もしていない者の比率が、高校全体の水準から見て極めて

高い。 
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※資料 6 枚目

●令和元年度の初の全国調査によると、2 万人近くの外国人児童生徒の就学状況が不明との結

果。 

→今年度(令和 3 年度)改めて調査を実施し、年内に結果を公表予定。その際、市町村別のデータ

公表も。 

※資料 7 枚目～資料 11 枚目

●①体制整備+②補助事業 により自治体を支援

→①としては、平成 26 年に義務教育段階での ”特別な教育課程” を制度化し、学校で取り出し

指導といった特別な指導が行えるようにした。また、平成 29 年度からは、日本語指導に必要な教

員の基礎定数化(特別な教育課程を実施するため、日本語指導が必要な児童生徒 18 人に対して

1 名の教員を配置*)を進め、令和 8 年度までに計画的に教員配置を進めることになっている。 

*注) ”特別な教育課程”を実施するために措置されているもので、この教育課程が編成されない

と定数措置も行われないので、是非とも”特別な教育課程”の取り組みを推進していただきたい。 

→②としては、”帰国外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業” を実施。令和 3 年度には 7

億 2300 万円を計上し、26 都道府県、15 政令市、18 中核市、80 市区町村における取組を実施。

※資料 8 枚目も参照

●高等学校段階の日本語指導

→今年度中に”特別な教育課程”を高校でも実施できるよう制度化。来年度末までに指導資料な

どを作成するとともに、自治体を通じてカリキュラム設計を促して、令和 5 年度からは学校における

授業が実際に行われるようにすることを目指している。 

※資料 12 枚目～資料 13 枚目

●指針の内容も受けつつ、②補助事業による自治体支援 として、外国人の子どもの就学促進事

業を実施。今年度(令和 3 年度)は、昨年度から 3500 万円を増額して取り組みを支援。 

●令和 7 年度までに地方公共団体の情報システムの標準化を目指す。

→住民基本台帳システムと学齢簿システムの情報共有を進める。

・外国人の子どもの就学状況が透明化されることが期待される。

・就学案内の送付を日本国籍の子どもに対するのと同様に行えるようになることが期待される。

→総務省が基金を作っており、標準仕様に基づくこと、ガバメントクラウドを活用すること等を条件に、

システム導入や更新の経費が 100％補助される。具体的な手順については 6 月 29 日に総務省

で行われた会議で手順書案が示されているのでご参照いただき、各自治体におかれましては是非

とも取り組みいただきたい。 
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※資料 14 枚目～資料 15 枚目

●URL または QR コードからご覧いただきたい。

もしくは、「文科省 外国人児童生徒動画」でも検索可能。 

※資料 16 枚目～資料 18 枚目

●着実に政策がすすめられていることをご確認いただきたい。

【概要】伊東  

今日は DLA の話ではなく、一般的な体制のお話をしたいと思います。 

アウトラインとしましては、初めに、なぜ外国人児童生徒にとって日本語教育が必要か、おさらいし

ておきたいと思います。その上で、私が 20 年近くそうした子どもたちと接してきて見えてきた、外国

人児童生徒を取り巻く諸課題についてお話しさせていただきます。その後、諸課題解決のために、

国や地方自治体、学校はどう取り組むべきかをお話ししたいと思いますが、時間の関係で直近の私

自身の取り組みについてお話しいたします。 

  まず、なぜ外国人児童生徒にとって日本語能力が必要なのか、第一部、第二部で、もう皆さんお

気付きのように、私たちにとって、言葉、日本語は、コミュニケーションの基礎となるということだろうと

思います。他に、私たちの思考、思想の原動力の基になっていることで、その結果、私たちのアイデン

ティティー形成の一要素で、大きな部分を占めているということです。そして、そのことがこの世界で

生きる力の源になっています。法律的にも、基本的人権として必要な能力であるということは認めら

れており、言葉というのは大変重要であるといえます。 

  次に、外国人児童生徒を取り巻く諸課題ですが、私はこれまでの経験から、大きく三つに分けら

れるのではないかと捉えております。一つ目は、「子ども固有・特有の要因・事情による課題」です。

そして二つ目は、われわれ「受け入れ体制と私たちの意識に関わる課題」です。そして三つ目は、言

葉の壁を取り払うための「日本語指導に関わる課題」ということが言えるのではないかと思います。

一つ目の子ども固有・特有の要因・事情による課題は、時間が限られておりますのでカットさせてい

ただいて、私たち、受け入れ体制、意識に関わる諸課題、また、日本語指導に関わる課題について、

今日はお話ししたいと思います。 

  受け入れ体制に関わる課題としては、日本語が通じないことによる教育委員会や学校による受

け入れ拒否が、まだまだあるということです。その背景に何があるか、私たちはここを問題にしたいと

思います。受け入れ経験、前例がないことによる教育委員会や学校による受け入れ拒否も少なから

ずあるということや、日々の学校業務で多忙な教育委員会や学校の先生方、それにより外国人児童

生徒を受け入れることが困難であるという拒否反応もなきにしもあらずということを感じております。    

また、外国人を受け入れても、学校として体制が整っていないために、特定の教員や職員へのお任

せ、押しつけになってしまっているような状態も少なからず存在していることも感じてまいりました。 

  そして何と言っても、グローバル化の中での変容に対して、私たちの気持ちが追い付いておらず、

意識がまだ変容していないことによる「異文化受容・異文化理解に関する低い意識」も課題である
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と思います。グローバル社会の教育の実情や多様性、そのことに気付いていないこと、それらに対す

る柔軟性や弾力化への取り組みが欠如してしまっているという、われわれの姿勢、態度から来る課

題と言ってよろしいかと思います。 

  そして、三つ目の日本語・教科指導に関わる課題ですが、日本語が分からない児童生徒への適

応指導への戸惑い、これは多くの先生方が経験されております。また、異文化背景を持った児童生

徒とのコミュニケーションはどうしたらいいのか、行動が違う、また、装飾品も違うといったような問題

もあろうかと思います。 

  日本語指導という点では、先生方にとって日本語指導は新たな分野ですので、そこでは手探り状

態が続いているということもあります。そして受け入れた後、子どもたちは日常会話はできるが教科

学習に結び付ける指導が難しい、ではどうしたら良いかという課題も見て取れます。 

  何といっても、子どもたちは多様です。母語、年齢、日本に来たときの年齢、滞在年数は子どもた

ちによってばらばらです。その多様性に対してわれわれはどう実態を把握するのか、そして教科指導

に結び付けていくのか、まだまだ勉強・研究しなければいけないことが山積みです。何とか推進して

いかなければいけない状態が今、直前に迫っているわけです。 

  こうした諸課題解決のために、まず、「子どもたちが力を発揮するために」という点で考えなけれ

ばいけないと思います。子どもたちの自尊感情の育成や居場所づくり、学力向上への支援をどうす

るのか、体系的・継続的な支援体制を作っていくことが急務であろうと思います。そして、コミュニテ

ィーとの連携、それから何と言っても、学校の組織、環境づくりです。直近、日本語教育学会が文科

省から委託を受け、これからの子どもたちの力を発揮するための体制づくりのためには人材育成が

重要であるということから、外国人児童生徒等の教育を担う教員の資質・能力モデル、四つの要素

と課題を、私たちは 3 年にわたり構築してまいりました。捉える力、育む力、つなぐ力、そして変える／

変わる力が、外国人児童生徒の教育を担う教員には最も重要な資質・能力であるということに私た

ちは結論を付けました。 

今日は時間の関係で、捉える力、まず、子どもの実態の把握、社会的背景の理解、この力をどの

ような形で身に付けていくかについてお話ししたいと思います。まず、文化間移動と発達の視点から、

外国人児童生徒の状況を把握することが最も重要であるということで、子どものシグナルを見逃さ

ず、その困難さを理解することができるような能力を高める必要があろうかと思います。そして子ども

たちの心理面、文化適応、家庭の状況などに対する理解力を高める。それに加えて、日本語と母語

の両言語を視野に入れた対応も、ぜひ先生方には身に付けていただきたいと思います。他にも、年

齢的な発達のあることにも目を見張らす必要があろうかと思います。 

  そしてもう一つ、社会的背景の理解です。グローバル化で外国人が増えることによって子どもたち

の背景や将来をわれわれがどう位置付けるのか、今いる子どもたちの将来をどう見据えていくのか

ということに、理解を示す必要があろうかと思います。 

  終わりに、外国人児童生徒が将来活躍するために一体何が必要なのか、という点においては、学

校で子どもたちを受け入れるわれわれ自身が、子どもたちの文化的な生活や社会参加を実現させ

る重要な使命を持っているという認識の下に、オールジャパンで取り組んでいくことが必要であろう
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と思っています。そのためには、私たち一人一人の変化に対応する変容、トランスフォーメーションが

今、最も求められていると感じます。 

簡単ではありますが、以上です。 

【資料解説】伊東 

※資料の解説は特にありません。

【概要】恩田 

まず、太田市の現状ですが、2020 年 4 月末現在、太田市に暮らす外国人児童・住民数は 1 万

2135 人、全人口の 5.4 パーセントです。ブラジルなどの南米出身者が 3 割強を占めており、続い

て、フィリピン、ベトナム、中国、台湾の方々の順となっています。児童生徒数は約 1 万 8500 人中、

外国籍の子どもたちは 760 人ほど、約 4 パーセントといった状況です。 

  太田市は、自動車スバルを中心に、製造業で働く外国人労働者が多い町です。太田市教育委員

会は、2005 年度から市独自のブロック別集中校システムを作りました。それから 15 年間継続して

このシステムを確立し、母語を活用した指導や複数の指導者による指導などで、個に応じたきめ細

かな指導に取り組んできました。そして、多くの外国人児童生徒が志望する、高校への進学ができ

るようになりました。日本語と他言語ができる人材、バイリンガル教員を通訳者ではなく、教員での

採用にこだわった結果、情熱を持った指導者が集まり、臨時免許状を持つ先生によって、家庭とも

連携しながら子どもたちの潜在能力を引き出せているのではと考えています。 

  課題としては、高校進学率は現在平均 90 パーセントでありますが、もっと難関校の公立校に進

学を目指してまいりたいなと考えております。特別にご紹介したいのは、バイリンガル教員が中心と

なり行ってくれている進路ガイダンスというものです。高校の先生、生徒、大学に進学した先輩、教師

になった先輩の話を、今はコロナ禍ですので、録画をして多言語的な DVD 化し、日本の高校のシ

ステムや授業のこと、保護者の分からない点を知らせています。

次に、強化すべき点ですが、外国籍の子どもたちがオール太田っ子として活躍することです。教師

そして市民が応援する町にしていきたい、偏見や差別のない太田にしていきたいということです。例

えば、未来の学校のイメージとして、外国籍出身の指導者がリーダーシップを務める学校を作ってま

いりたい。そして、母語を保証してあげられる環境を作り、外国籍出身の校長先生が経営するような

学校というのが望みです。 

【資料解説】 恩田 

① 太田市外国人住民 １２,１３５人（２０２０年４月） 全人口５.４％ ブラジル３割 フィリピン・ベト

ナム・中国・台湾の順

② 自動車産業、スバル等の製造業で働く外国人労働者の街

③ 太田市教育委員会 ２００５年から市独自の「ブロック別集中校システム」構築 １５年継続 こ

のシステムで、母語を活用した指導と複数の指導者による指導で個に応じたきめ細かな指導

15



実践 

④ ９０％の外国籍生徒が志望する高校へ進学できるようになった。しかし、公立校進学率向上を

目指す必要がある。

⑤ 日本語と多言語ができる人材を「バイリンガル教員」「通訳者」でなく「教員」での採用にこだ

わった結果、情熱を持った指導者が集まり、外国籍児童生徒の母語を保障して潜在能力を引

き出せている。

⑥ 強化すべき点は、外国籍の子どもたちがオール太田っ子として活躍すること、偏見や差別のな

い太田の学校、市にすること。共生の街になる。

⑦ 教育上の連携は、国際教室のある集中校がそれぞれのブロックでリーダーシップを発揮する。

⑧ 特に「心と生活適応力、進路に結びつく学力の向上」の２点を向上させる指導方法を充実さ

せ、周辺校にそのノウハウを広めること。市全体の教育の向上に結びつける。

⑨ 教育上の課題は、多言語化する中でのバイリンガル教員や日本語指導員の配置を財政的な

支援の下、強化すること。

⑩ 未来の学校は、外国籍の教員がリーダーシップをとれる学校、外国籍の校長が経営する学校

づくりが生まれること。

⑪ 母語を保証してあげる環境づくり、すなわち２言語使用できるすばらしさを認識できる将来のキ

ャリア展望、社会に役立つ人材になりえることを子どもたちに伝える教育の推進が重要である。

⑫ そのことがアイデンティティを確立することに結びつく。常に自分はリソースフルな（能力が豊か

である）人材であることを幼いころから教育で理解させることが重要である。そしていじめや偏

見から外国籍の子どもたちを守ることが教師の使命である。

⑬ バイリンガル教員、日本語指導員は保護者との面談や電話相談や連絡をよくして頂いている。

外国籍の方々が日本の社会でどう生活していけばよいかを、日本の社会で長年生活してきて

いる経験を活かし、色々なケースで具体的にアドバイスしてきている。まさに彼らが保護者、子ど

もたちの心の支えになり、生活適応力や学力向上の原動力になってくれている。

⑭ 最後に高校進路ガイダンスは、バイリンガル教員が中心になって進めている未来を描く場所で

ある。高校の先生方、進学した高校、大学の生徒・先輩、教師になった先輩が進路について詳し

く伝える場である。今回はコロナ禍のため録画、翻訳し多言語のＤＶＤ化したものを家庭に配布

し、保護者や子どもたちに日本の高校のシステム、入学金などの教育費について伝える努力を

してきている。担当は寝る時間を惜しんで取り組んでくれていると聞いている。

⑮ 未来の指導者のシステムとしては、JET プログラムのように ALT のようなアシスタントラングイ

ッジティーチャーでなく FLT フォーリンラングイッジティチャー単独で普通教室で教えられる先

生が配置できるようになればと考える。現在、太田市は事業費にかかる費用の３分の２を国と

県から補助していただいている。約６千万である。このサポートがない時代は、自前で指導者を

そろえ、財政的に市に大きな負担をかけていた。リーダーとしての市長の理解力や財政当局へ

の説明や説得、そしてブロック別集中校システムの効果を毎年強調し続けてきた市教委担当の

力で今がある。
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⑯ 今後将来、大学で指導者の養成システムを具体的に構築して FLT の協会組織がたちあがり、

そこから人材を派遣でき、委託できるシステムが構築できるとよい。民間の ALT 委託会社が

始めてよいのではないだろうか。また、カウンセラーの資格のある FLT が中心になって、子ども

たちの精神的な悩みの解決ができるようになるとよいと考える。指導者の充実と養成とそれに

ともなう財政的援助が必要であることは間違いない。

【概要】田中 

 初めに、私はボリビアのラパスで生まれました。ラパスは海抜 3600 メートル、ちょうど富士山と同

じくらいです。そこは日本人が少なかったので、その時は、母語指導や日本語の指導を受けたいと

思うことはありませんでした。 

  私は幼稚園から高校 3 年まで一貫校の学校へ行き、スペイン語で学習をしました。日本との大き

な違いは留年制度で、毎月各教科の試験があります。通知表を親に見せて、親は成績などを確認

するのですが、両親は日本人で、家では日本語の環境でした。小学 1 年生になってから、初めのう

ちは赤点ばかりだったので、両親が家庭教師を呼んで、スペイン語も習うことになりました。それから

4 年生になって点数が良くなったのですが、留年制度があることで、成績などの見える化になってい

るのだと思います。 

  大学進学の際に、私は建築を学びたかったのですが、両親の「あなたは日本人なんだし、日本の

文化や日本語を学んでもらいたい」という思いもあり、来日しました。ただ、来日した頃は生活言語

も学習言語も分かりませんでした。ある程度の年齢になると、日本人の親の言葉は理解できるけれ

ども、自分は話せない。そうしたことを私も経験しています。 

  日本で建築学を学びたいと考えていましたが、その頃は帰国子女の制度もなく、日本語での大

学入試は全く無理な状況でした。そして、英語話者にとって日本語学習というのは非常に難易度が

高いと言えると思います。学ぶのには 88 週間、7 年以上必要と言われており、インド・ヨーロッパ言

語から見ると、英語とスペイン語は 2 年間ぐらいで学べるのですが、やはり日本語は非常に難しい

言語です。日本語は 2136 の常用漢字以外に平仮名、片仮名、そして漢字の音読みと訓読みがあ

り、尊敬語、謙譲語、丁寧語といった敬語もとても大変でした。社会へ出てきちんと話そうと思っても

いつも変な日本語になってしまい、特に初めの頃はそうでした。日本に慣れるためにデザインの短

大へ入ったりしながら、日本語を学びました。 

  その後、就職は翻訳などをしていたのですが、何だかどこかで不満を感じていました。その後、英

語で学べる大学に入り、大学院進学の際に初めて日本語での受験をしました。そして、その大学院

を修了しました。日本語習得はそれだけ時間がかかるもので、就職のときも日本語の敬語が難しく、

その頃は日本社会に慣れるために必死だった記憶があります。 

その後、1990 年に入管法が改正され、多くの日系ラテンアメリカ人が来日しました。来日後にメ

ンタルヘルスの問題があっても、平日に仕事を休んでクリニックに相談に来るというのは難しいとい

う状況があり、その対策として、2004 年から外国人集住地域に出向いて行うアウトリーチ型の心理

相談を実施しています。群馬県のカトリック教会へは月 1 回、これまで 51 件の相談がありました。
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他にも、神奈川県の虹の架け橋教室でも月 1 回の頻度で実施しており、53 件の相談があり、こう

したラテンアメリカ人コミュニティーでの心理相談は、現在 Zoom で実施しています。 

相談内容を見ますと、思春期の子どもたちでは不登校もありますし、リベンジポルノやレイプなど

の問題もあります。そして特に注目したいのが、多くの子どもが親などとの別離を経験しており、私

の仕事を通して親と子をつなげることが、非常に重要なことだと思っています。相談の際に、発達障

害の疑いがある場合はクリニックを紹介していますが、発達障害の診断が出たとしても、親の否認

が強固の場合、対応が難しいといったことがあります。日本で生まれても、何らかの理由で親と別離

したり、親が親になり切れていないケースもあるため、親と子をつなげることがとても大切だと思いま

す。 

  次に、外国にルーツを持つ子どもの最近の現状として、日本語指導が受けられていないことや、

高校に進学したとしても中退率が多いこと、不就学の問題などがあるかと思います。そして私が今

日特に注目したいのは、特別支援学級の外国人児童の在籍率です。各県によって在席率が異なる

のですが、日本人児童に比べ外国人児童が倍以上在籍している県も多く見られます。 

  子どもの発達障害や知的障害のアセスメントツールとして最も使用されているのは、

「WECHSLER 式知能検査」や「田中ビネー知能検査 V」です。田中ビネー知能検査 V は日本人

を対象に標準化されており、外国につながる子ども 6 名に検査を実施し、言語や文化の違いが検

査のパフォーマンスに影響したと思われる項目を検討し考察したものを、紹介させていただきます。

検査を実施した 6 名は全員日本生まれで、スペイン語圏の児童です。検査を基本的に日本語で実

施しましたが、分からないときはスペイン語で提示しました。 

  検査を実施し、どのようなところにつまずきが見られたかというと、短文の復唱で文章が長くなる

と助詞が抜けてしまう、「反対類推」の問題でスペイン語に使用されない表現の理解が難しい、とい

った点です。「絵の不合理」で、適切な語彙が日本語でもスペイン語でも分からないために説明が

うまくできないこともあり、文章の完成では、特に助詞が多くなると、文章の完成が難しくなります。

他にも、語彙が限られていることや「話の記憶と不合理」においては、日本の文化や歴史の知識が

ないと話を理解したり、記憶、想起するのが難しくなるといったことが見られました。 

今回の田中ビネー知能検査Ⅴの結果としては、知識に関わる問題では、文化や言語的要素が最

も大きく関係していることが分かりました。言語に関しては、日本語特有の表現や、助詞のような日

本語の言語構造そのものが、課題の理解や想起を難しくしていました。そして知識に関しては、特定

の場所や歴史的なもの、日常的に使用するもので、それらが日本文化特有の場合は、記憶や想起

は難しく、文章題を含む数量的推理の遂行にも影響したと考えられます。つまり、知らないものや場

所を含む話は理解されていないために、記憶にも残りにくいということです。よって、指示などが子ど

もの話す言語に翻訳されたとしても、問題そのものに含まれている文化的・言語的要素は検査のパ

フォーマンスに影響することが示唆されました。

知能検査の結果に見られたように、言語的・文化的影響が内在していることで、検査で得られた

知能指数が実際の能力よりも低く出る可能性が大きい、ということが考えられます。そうしたことを

念頭に置きながら、子どもがつまずいている課題を特定し、教育の支援に役立てることが重要だと
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思います。他に、知能検査から得られた IQ だけに基づいて特別支援学級が受け皿になった場合、

知的障害の対象であれば、生活単元が中心の学習になる危険性があります。教科学習には継続し

た積み重ねが必要です。例えば、特別支援学級から普通学級に戻ることはできますが、普通学級に

戻っても、その積み重ねがないと教科学習は難しいと思います。他にも、マイノリティーであることが

パフォーマンスに影響する可能性もあります。ジェーン・エリオットの実験では、委縮した立場に置か

れた子どもの課題遂行時間が長くなった、という結果もあります。日本語指導や適切な受け皿が本

当に重要だと思います。 

ご清聴ありがとうございました。 

【資料解説】田中 

※資料 2 枚目

●ボリビア ラパス生まれ。日本人が少ない場所だったので、母語指導、日本語指導の需要はなか

った。右の写真は母校とイリマニの山。 

※資料 3 枚目

●両親は日本人で、家では日本語を使用。

●早生まれだったので、幼稚園には(多分)1 週間しかいられなかった。即小学校 1 年生となったの

で、最初の頃は成績が悪かった。プレスクールのような準備の重要性 

→両親が家庭教師を雇ってスペイン語も勉強した。小学校4年生になってやっと成績が良くなった。

適切な時の支援の重要性 

●留年制度があると、授業の理解度が見える化されるのが利点。

●大学進学の時期になって来日(両親の希望もあって)。建築学を学びたい。

→生活言語も学習言語もできなかった。親の言葉は理解できるが、自分は話せない状態。

→日本語での大学入試は全く無理。当時は帰国子女入試制度もなかった。

●日本に慣れるために、デザインの短大に通いつつ、日本語を学んだ。

●しばらくは翻訳業として仕事をしていたが、その後、英語で講義を行う大学に入学。さらにその後、

やっと日本語で大学院を受験した。それだけ時間がかかった。日本語の学習は時間を要する 

●就職時(精神科クリニック)には、日本人を対象とする仕事だったので、敬語を覚える努力をした。

※資料 4 枚目～資料 9 枚目

●別離の経験に関しては、親と子をつなげるのがとても大切な仕事と実感している。

●日本で生まれても、何らかの親との別離、親が親になり切れていない親もいる。
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※資料 10 枚目～資料 14 枚目

●外国につながる子どもたちの気になる最近の動向

→日本語指導が受けられていない。

→高校へ進学しても、中退率が多い。

→不就学

→特別支援学級への外国人利用の在籍率が倍以上(日本国内では地域によって在籍率に違いあ

り) 

※資料 15 枚目～資料 22 枚目

●資料参照

質疑応答部分 

Q. 全ての子どもたちに学ぶ場をつくるために、行政・学校の意識改革に必要なことは？

A. (北山) 「外国の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針(令和 2 年 7 月 1 日文

部科学省[資料 12 枚目]) で紹介した中で、外国人の子どもたちが将来にわたって我が国に居住

し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることが謳われていますが、そうしたこと

を基本的な考え方として取り組みを進めていくことが意識の点では最も重要だと考えます。 

また(異動にはなりましたが)、この関係の仕事を担当する中で、現場の状況をしっかり把握して、

求められていることは何かを十分理解するとともに、国の教育行政として何をやるべきかということ

を具体化しながら、手段と目的を合致させていくような取り組みをしなければいけなかったか、と考

えております。 

この分野は皆の関心事になっております。予算要求についても必要性を論理的に説明できれば、

結果がついてくるはずです。それをするためには、国は各都道府県から、各都道府県は各市町村か

ら、あるいは現場から何が必要なのか、何を行うことが最も効果的なのかを聞き出して、それをデー

タで補強しながら財政当局や政策決定者を説得すべく伝えていくことが必要だと考えます。

各県からいただく要望の共通事項として、人の安定的確保が挙げられます。日本語指導担当教

員については、先ほど申し上げたように基礎定数化(18 人に 1 人) に基づく配置が進められてお

りますが、日本語補助指導者や母語支援員については、そうした計画に基づく取り組みがないこと

に加え、地域によって現場のニーズが多様であるために、処遇がまちまちになっています。 

現在この分野で仕事をされている方や、これからこの仕事をしたいと思っている人に対して、何ら

かのモデルを作って、この仕事の将来をイメージしてもらえることが、今後の持続可能性や予算化に

は必要になってくると考えます。 

入管庁に置かれている政府の有識者会議で先日、日本語指導補助者はこれまでボランティアが
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多かったが、その方々がどんどん高齢化してきて、次の世代は仕事で手いっぱいでボランティアが

できない、という話を聞きました。 

この日本語指導補助という仕事は、これからの社会にとって必要な「職業」になっていくと思われ

ます。ボランティアではなく、きちんと雇用する形での支援方策を考えることで持続可能な形になっ

ていくのではないでしょうか。職業として成立させることが必要な業務であるという認識を作ってい

くことが必要ではないかと思っております。 

先日、愛知県のデータを市町村別に整理していたところ、地域によっては学校の数に比べて日本

語指導補助者の数が少ない、ということが見えてきました。現場主導で物事が進んでいる本分野の

ような行政分野では、しっかりその現場からの声を聞くきっかけを持つことが必要不可欠です。 

(いまは国際教育課を離れてしまいましたが)担当ラインには、現場のヒアリングをするように引継

ぎをしたので、打診があった際にはぜひご協力いただきたいと思います。   

A. (恩田) 太田市のバイリンガル教員や日本語指導員は、日本で長年生活している経験を生か

して、いろいろなケースで具体的なアドバイスをしてくれております。それが保護者への支えになって

いることは感謝したいです。 

  いま、太田市は国や県から 3 分の 2 の補助金をいただいて、ブロック別特別集中校システムを運

営しております。これを全額自前でそろえて人件費の補助やサポートを行うのはとても難しいし、地

域格差も埋まらないのが現実です。 

  これはひとつのアイデアとしてお話しするのですが、JET プログラムの Assistant Language 

Teacher(ALT) 制度の FLT 版(Foreign Language Teacher)を作ったらよいのではないでし

ょうか。大学で人材を養成するシステムを構築するとか、協会や NPO などを立ち上げてもよいかと

思います。そこから派遣できるといいかもしれません。カウンセラー的な FLT も必要かもしれません

ね。とにかく、指導者の養成と財政的に援助が急務であると考えます。 

Q. 近年の日本語指導が必要な子どもたち、発達支援と判断されている子どもたちに対する考え

方について 

A. (伊東) 子どもたちの精神面、情意面の把握が大切です。子どもたちとって非常に居心地の良

い居場所であると実感できるような姿勢や態度で受け入れ側が臨むことが重要だと考えます。それ

には、一人ひとりの人権まで含めた存在感を体で受け止めることだと思います。 

ある一部の先生だけや子どもたちだけでもいいから、自分の存在について常に意識してくれる、

自分はつながっているんだという気持ちを持てるような環境づくりや体制作りが必要ではないでし

ょうか。それが整って初めて、日本語学習や教科学習につなげられるだろうと思います。   

精神的な安定が得られない中でいくら日本語を教えても、彼らはそこに価値を見出しません。自

分は受け入れられている、日本社会でこれをやっていく自信がある、という子どもたちなりの展望や

希望があって初めて日本語を勉強する気になります。この町でみんなと一緒にやっていこうという気

持ちが芽生えると思います。自尊感情の育成と居場所を作ることが大切ではないでしょうか。 
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これを行うためには、受け入れ側のいろいろな意識の変化が必要かもしれません。そういう意味

では、やはり人材育成がとても重要です。単なる人材確保だけでなく、将来を見通したビジョンが持

てる高い意識を持った多文化人材の育成が必要だと思っています。そうした人材を育成することで、

学校の組織づくり、体制づくり、環境も整って、子供たちにとって良い環境が生まれるのではないで

しょうか。 

A. (田中) 必要なのは連携だと思います。バイリンガルな教員を介して、学校へ行っていなかった子

の分からない部分が分かるようになってきています。子どもの「自分を分かってくれているんだ」と

いう思いがすごく大事です。

そして、確かに日本語指導だけではなく、カウンセラーも大事です。とにかく、その子どもに目を

向けるということが大事だと思います。 

DLA も時間のかかる検査ですが、すごく可能性のある検査です。いろいろなものが見えてきま

す。あとは居場所、連携を作るための専門的な人材も必要です。 

学生 3 名からの質問 

伊藤さんからの質問 : 受け入れ体制にかかわる課題の中で、教師自身が異文化受容・理解に対

する意識が低いことに興味を抱きました。大人がしっかり子どもに向き合うことが大切ということで

したが、具体的に外国人散在地域においても、教師がしっかり向き合おう、という気持ちになれるに

は、どのような取り組みが効果的でしょうか。 

（伊東） : 散在地域には外国人児童生徒の数がたいへん少ないので、悪い言い方をすれば、放っ

ておかれるということがあるでしょう。しかし、そうではなく、子どもたち一人ひとりがこの社会を将来

担っていく可能性を見出す必要があるだろうと思います。 

  ついつい、日々の忙しさの中で個々の対応が難しくなりがちですが、今後のグローバル社会にお

いて、外国人を受け入れるということがどういうことなのか、言葉が通じないというのはどういうこと

なのかを改めて考える必要があるでしょう。 

そこをどう気付いてもらうか、気付かせるかというのが、行政の施策に関わっている者の任務かと

考えます。 

小島さんからの質問 : 声をあげて、自分の経験した困難を共有したいのに、一般企業に就職した

ことによって子どもに関わる機会が減り、現場から離れてしまって、当事者として何もできないもどか

しさを感じていました。今は大学院に進学できたので、お話の機会を得ることができましたが、現場

から離れた人・当事者・その他、どんな人でもできるような、日ごろからできる活動があれば教えて

いただきたいです。 
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（恩田） : 太田市には国際教室というのがあります。そこでバイリンガルの先生や日本語指導員の

先生が中心になって保護者と話す機会を持っています。お休みの時を利用して、そこで交流して、学

校の先生とまずは会って話をすることが大事かと考えます。 

（伊東） : 2019 年 6 月 28 日に日本語教育推進法が公布されました。それ以降、関連する省庁

が外国人受け入れにかかわる事業を打ち立てています。文化庁の事業で言えば、日本語教室を各

地に作る取り組みを進めています。名前は日本語教室ですが、ここが実質多文化共生を進めていく

最前線になるでしょう。地方の小さな地域であっても、そこに集まる人たちの思いを発揮できたらい

いと思います。 

これからますます地方行政の日本語教育推進に関わる施策を打ち出されていきますので、行政

の皆さんには是非推進していただきたいし、地域住民の方々にはご協力を賜りたく存じます。 

守屋さんからの質問 : 令和 7 年度までに就学案内を外国につながる子どもたちにも届くようにす

る制度ができつつあること、また、ボリビアでの就学制度のお話に興味を持ちました。 

近年、教育現場において、外国につながる子どもたちが、家庭向けの進路説明会に参加できるよう

な機会が増えているのかどうか、外国につながる子どもたちと家庭向けの、今後の情報提供のあり

方を知りたいです。 

（田中） : ボリビアの就学制度では、留年制度があったということがとても大事だったと思います。

入学するのは簡単ですが、勉強しないと進学できません。進路指導のさまざまな制度があるか、とい

う質問に対しては、より詳しい方にお願いしたいです。 

（恩田） : 高校の先生方とバイリンガルの先生方に集会に来ていただき、保護者も読んで一対一

で説明をしています。全部で 10 個くらいのブロックセクションがあります。 

そのあとに、企業などで活躍している先輩方から、これからのキャリア教育についてお話をいただい

ています。この取り組みは、市全体に広げていきたいと考えています。 

Q.パネリストから、『多言語多文化を生かし合う未来に向けて』というタイトルに関連して、どんな未

来にしたいか、また参加者の明日からの行動につながるようなメッセージをお願いしたい。 

(北山) 文部科学省としての取り組みとしては、就学促進の指針にある基本的な考え方に沿って取

り組みが行われることを期待しています。 

個人的には、昔ヨーロッパに留学、旅行した時に自分が体験した嫌なこと、悔しいことが日本で起こ

らないようにしたいです。自分の母国である日本が、外国人に対して温かい国、差別を許さない国、

かっこいい国、人権を尊重する国であってほしいと思います。 
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良い面で言うと、(自分が留学した)フランスは、自国文化になじもうとする外国人のことは大切に

扱ってくれるという文化があります。それは、その後大使館員やユネスコの代表部員としてフランスに

滞在した時も変わりませんでした。なので、日本に来る外国人に対しても、下手でもいいから日本語

をしゃべろうとする人に対してやさしく耳を傾けるような社会になったらいいと思います。 

最後に、外国人の子どもたちが日本で共生するということは、日本の子どもたちの教育にも大き

な影響を与えると思います。共生、多様性など、同調圧力にも負けない気持ちを育てることにもつな

がるのではないでしょうか。 

(伊東) 少子高齢化の中、日本政府は外国人人材を受け入れて国を発展・維持させようとしていま

す。外国に目を向けることも重要ですが、日本国内にいる外国人、特に子どもたちにもっと注目して、

彼らをいかに育てていくか、いかに素晴らしい納税者にしていくかという視点で将来を考えていけた

ら良いのではないでしょうか。 

  そして、学校や地域の日本語教室は国際交流の最前線です。であれば、そこにいる子どもたちも、

我々教職員も国際交流の最前線で、いかにして国際化を進められるかという視点で地域づくりに

取り組むことが重要ではないかと思います。 

  これまでは、海外に出向いて姉妹都市提携などを結ぶ、いわゆる外向きの”国際化”でしたが、こ

れからは足元の、自分たちが住んでいる地域、それをどう国際化していくかという視点でいろいろと

取り組めば、我々の意識も変わっていくのではないでしょうか。 

(恩田) どの子もオールジャパン、オール地元の子だという心の浸透が大切だと思います。分け隔て

なく育てて、可能性を見出し、伸ばしてあげることが市民や教師の使命であると考えます。 

子どもたちが夢をあきらめないような教育を目指していきたいです。 

(田中) 日本は少子高齢化しているので、外国人のためにだけということではなく、世界とつながる

人材育成という視点が大切だと思います。そのためには、やはり母語の重要性を強調したいです。

学校においても、幼稚園においても保護者にちゃんと、母語が大事、ということを伝えることです。そ

して、バイリンガルの専門的人材を確保して周囲と連携していくことがとても大切だと思います。 
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すべての子どもに学ぶ場を
－外国につながる
子どもの不就学ゼロをめざして

小島 祥美
（こじま よしみ）
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急速に増加した30年間
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2019年
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リーマンショック

2005年
200万人超

2016年
年間の
難民申請者数
1万人超

（人数）

出典／法務省
「在留外国人統計」より作成
（各年12月末現在）

2020年末
288万7116人

1990年末
107万5317人
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教育にかかわる動き
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就学扱い変化なし
↓

就学義務の対象外
＜参考＞
安倍晋三前首相の答弁
（衆議院・教育基本法に関する特別委員会、2006年12月13日）

文部科学省総合教育政策局社会教育振興総括官の答弁
（衆議院・法務委員会、2019年1月23日） 29
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小学校にて
外国につながる児童との写真①

小学校にて
外国につながる児童との写真②
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旧大阪外国語大学

神戸での活動に参加
↓

学校に通っていない
外国籍の子どもと出会う

神戸市長田区鷹取での
活動時の写真①

（ブラジルコミュニティとフェスタ
ジュニーナを開催 2000年6月）

神戸市長田区鷹取での
活動時の写真②

（多言語センターFACIL・ワールド
キッズコミュニティにて）
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1991年
日本語指導が必要な児童生徒
の受入状況等に関する調査

1990年
日系人就労

2001年
外国人集住都市会議 発足

不就学が話題に
大学院進学 TA時の写真

（大阪大学大学院 研究室にて）

JICA長期インターシップ時の写真
（南米・ボリビアにて）

Education for All
質の高い教育／女子教育
ミレニアム開発目標（MDGs）
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目の前の子どもは、
就学義務の対象でない

↓
実態が把握されていない

↓
社会で「見えない」子ども
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かに

岐阜県可児市

名古屋

2003年4月からの2年間
すべての小１～中３
外国籍住民の家庭を訪問

当時の総人口 約10万人
外国籍住民 約4000人

運命の出会い💖💖
協働での調査の挑戦
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わかったこと
①不就学者が実在
＝日本語力、出生地

②公立中からの中退多い

③就労する子どもたち

出典／中日新聞2006年12月30日朝刊
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2005年4月～

「不就学ゼロ」をめざして
市教委・行政×学校×地域

協働から連携へ
↓コーディネータ抜擢

1年後「ゼロ」達成！
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まず取り組んだこと

・丁寧に把握
・目標
・自己肯定感

旧大阪外国語大学
予備教育プログラム

初期の日本語

↓
在籍校へ

（プレクラス）

学籍保障
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「ジモト」と呼ぶ若者たち

2019年10月
保護者として
就学時健診に

プレクラス（ばら教室KANI）で学んだ子どもたち

2006年4月

県立高校入学式

＜可児市の人口＞
2011年7月総数101,604人 うち5,726人 (5.6%)
2021年7月総数101,121人 うち7,831人 (7.7%)

2005年

学齢超過のため
に断られる

出会った当時の写真 入学式時の写真 保護者としての写真
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年次評価2020

出典／グローバルエデュケーションモニタリングレポート概要（日本語版）26ページ
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就学

81.9%

就学以外

18.1%

文部科学省 初の調査

出典／文部科学省「外国人の子供の就学状況等調査（確定値）」（2020年3月）

約5人に1人
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日本の学校

（一条校）

96,370人, 78%

外国（人）学校等,

5,023人,4%

不就学等,

22,437人, 18%

27,460人
22％

子どもの命の所在が不明

出典／文部科学省「外国人の子供の就学状況等調査（確定値）」（2020年3月）

感染症対策として
就学把握が必須 41



母語支援員
（相談員、サポーターなど）

活躍方法の改善

今後取り組みたいこと

42



＜参考映像＞

2006年5月15日
名古屋テレビ（朝日系）放送 ＵＰ！
特集「外国人の不就学をゼロに！可児市の挑戦」
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今後取り組みたいこと

母語支援員
（相談員、サポーターなど）

の育成など

教育手法
の確立

思考力、判断力、表現力を育てる 44



「誰ひとり取り残さない」ために！
45



外国人児童生徒等教育の現状と文科省の取組

前文部科学省国際教育課長
北山 浩士

1

令和３年７月
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（出典）文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成30年度）」

（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、義務教育学校、特別支援学校）
（人）

日本語指導が
必要な日本国籍
児童生徒は
10年間で2.1倍増

日本語指導が
必要な外国人
児童生徒は
10年間で1.4倍増

日本語指導が
必要な児童生
徒は10年間で

1.5倍増

公立学校における日本語指導が必要な児童生徒数の推移①

28,575 28,511 27,013 29,198 
34,335 
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日本語指導が必要な児童生徒の学校種別在籍状況（都道府県別）※日本国籍・外国籍合計
（児童・生徒数：人）

3
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○ 日本語指導が必要な児童生徒のうち、特別な指導（教科の補習等）を受けて
いる割合は、外国籍の者で79.5％（2.6㌽増）、日本国籍の者で74.4％（0.1
㌽増）となっている。
このうち、小中学校において一人一人に応じた指導計画の作成・評価を行う

「特別の教育課程」(※)を編成・実施して日本語指導を受けている割合は、
それぞれ60.8 ％（18.2㌽増）、57.3 ％（18.5㌽増）となっている。
※ 平成２６年度から導入され、在籍学級以外の教室などで行われる特別の指導を指す。

（%） （%）

特別な指導を受けている児童生徒

日本語指導が必要な児童生徒

「特別の教育課程」による日本語指導
を受けている児童生徒
特別な指導を受けている児童生徒

◆外国籍

■日本国籍

帰国・外国人児童生徒に対する日本語指導の現状②

◆外国籍

■日本国籍

出典：文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査（平成30年度）」
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5

※ここでいう「高校生等」とは、公立の全日制・定時制高等学校、通信制高等学校、中等教育学校後期課程及び特別支援学校
高等部の生徒をいう。

※全高校生等のデータは、「平成29年度学校基本調査（※１）」、「平成30年度学校基本調査（※２）」及び「平成29年度児童生徒
の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（※３）」を基に算出。

１. 中途退学率

２. 進路状況

①進学率

②就職者における非正規就職率

③進学も就職もしていない者の率

在籍している生徒数 中途退学した生徒数 中退率

日本語指導が必要な高校生等（特別支援学
校の高等部は除く）

3,933 378 9.6%

全高校生等（特別支援学校の高等部は除く）） 2,295,416 （※１） 28,929 （※３） 1.3%

高等学校等を卒業した生徒数
高等学校等を卒業した後大学や専修学校などの教

育機関等（※４）に進学等した生徒数
進学率

日本語指導が必要な高校生等 704 297 42.2%

全高校生等 750,315 （※２） 533,118 （※２） 71.1%

（※４）短期大学、専門学校、各種学校を含む

高等学校等を卒業した後就職した生徒数
高等学校等を卒業した後非正規又は一時的に就職

した生徒数

就職者における非正
規就職率

日本語指導が必要な高校生等（全日制・定時制・通
信制高校及び中等教育学校後期課程のみ）

245 98 40.0%

全高校生等（全日制・定時制高校及び中等教
育学校後期課程のみ）

158,135 （※２） 6,746 （※２） 4.3%

高等学校等を卒業した生徒数
高等学校等を卒業した後進学・就職（・帰国）してい

ない生徒数（不詳、死亡は除く）

進学も就職もしていな
い者の率

日本語指導が必要な高校生等 704 128 18.2%

全高校生等 750,315 （※２） 50,373 （※２） 6.7%

平成２９年度中の日本語指導が必要な高校生等の中退・進路状況

（出典）文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成30年度）」
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（１）就学状況の把握状況
Ⅰ 学齢相当の外国人の子供の人数（住民基本台帳上の人数123,830人
Ⅱ 学齢相当の外国人の子供の就学状況の把握状況（下表）
Ⅲ 不就学の可能性があると考えられる外国人の子供の数を単純合計すると（③＋⑤＋⑥） 、

19,471人となる。（さらに④を加えると22,488人。）

※ ④には、出国者も多く含まれるが、国内転居の後に不就学状態になっている者も含まれている可能性がある。他方、⑤、⑥
には、実際には就学者も含まれている可能性があると考えられる。今回の調査は、あくまで市町村教育委員会が把握してい
る外国人の子供の就学状況について調査を行ったものであるため、設置主体が当該市町村教育委員会とは異なる学校（国
私立学校、外国人学校等、他市町村の学校）については、実際には在籍していても、当該市町村教育委員会がその状況を把
握していないなど、実際の在籍状況とは異なる場合もあり得る。

※ 上表の「計113,698人」と「⑥10,183人」を足しても「（１）Ⅰ123,830人」にならないのは、 ⑥の算出に当たり、（１）Ⅰで無回答
だった地方公共団体の①～⑤の人数を除いているためである。

外国人の子供の就学状況等調査結果（確定値）

調査基準日：原則として令和元年５月１日

区分 住民基本台
帳上の人数

市町村教育委員会から報告のあった人数
（参考）

⑥住民基本台
帳上の人数と
の差(人)

就学者数
③

不就学
④

出国・転居
(予定含む)

⑤
就学状況
確認できず

計
(人)①義務教育

諸学校
②外国人
学校等

小学生相当 計 87,033 68,237 3,374 399 2,204 5,892 80,106 
6,960

(構成比) (85.0％) (4.2%) (0.5%) (2.8%) (7.4%) (100.0%)

中学生相当 計 36,797 28,133 1,649 231 813 2,766 33,592 
3,223

(構成比) (83.7%) (4.9%) (0.7%) (2.4%) (8.2%) (100.0%)

合計 123,830 96,370 5,023 630 3,017 8,658 113,698 
10,183

(構成比) (84.8%) (4.4%) (0.6%) (2.7%) (7.6%) (100.0%)

6
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1.指導体制の確保・充実
• 日本語指導が必要な児童生徒に対する「特別の教育課程」の制度化（平成26年度～）
• 義務標準法に基づく日本語指導に必要な教員の基礎定数化（児童生徒18人に１人、平成29年度～令和８
年度まで計画的に措置）

• 「帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業」により、日本語指導補助者・母語支援員の派遣、ＩＣ
Ｔを活用した教育・支援等を推進

2.日本語指導担当教師等の指
導力の向上、支援環境の改
善

• (独)教職員支援機構における「指導者養成研修」の実施
• 外国人児童生徒等教育を担う教員等の養成・研修のための「モデルプログラム」の開発（令和元年度）
• 外国人児童生徒等教育アドバイザーの教育委員会等への派遣（令和元年度～）
• 「かすたねっと」（教材等の情報検索サイト）の運営
• 日本語指導を担当する教員・支援者向け研修動画を制作し、文科省HPにおいて公開

3.就学状況の把握、就学の促
進

• 「定住外国人の子供の就学促進事業」により、就学状況・進学状況の調査等を実施する自治体を支援
• 外国人の子供の就学促進に関する先進事例を自治体に提供（令和２年３月）
• 日本語教育推進法の基本方針に基づき、地方公共団体が講ずべき事項に関する指針を発出（令和２年７月）。
学齢簿における外国人の子供の就学状況の一体的な管理・把握、個別の就学勧奨等を推進

• 外国人の子供・保護者に対し、日本の学校生活について紹介する動画を制作し、文科省HPにおいて公開

4.中学生・高校生の進学・キャリ
ア支援の充実

• 「帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業」により、進路指導・キャリア教育の充実、生活相談・心理
サポートに資する取組、放課後や学校内外での居場所づくりに資する取組等を推進

• 上記「指針」において、進路ガイダンス・進路相談等の実施や、公立高等学校入学者選抜における外国人生徒を対
象とした特別定員枠の設定や受検に際しての配慮等の取組を推進（令和２年７月）

• 夜間中学の設置促進（学齢を超過した外国人への対応等）
• 高等学校において日本語指導を推進するための検討及び日本語指導のカリキュラムづくり等のための指導資料開発
を開始（令和３年度）

5.異文化理解、母語・母文化支
援、幼児に対する支援

• 異文化理解・多文化共生の考え方に基づく教育の在り方について、大学や教育委員会、学校等の協力を得て調査
研究を実施（令和２年度～）

• 外国人幼児のための就園ガイドを多言語で作成・周知

帰国・外国人児童生徒等教育に関する主な施策

外国人児童生徒等教育を進める枠組み

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定。令和２年７月14日改訂）

日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第48号)及び「基本方針」（令和２年６月23日閣議決定）

中央教育審議会答申（令和３年１月） ※項目の一つに「増加する外国人児童生徒等への教育の在り方」が位置づけ
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外国人の子供たちが将来にわたって我が国に居住し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に、学校等において
日本語指導を含めたきめ細かな指導を行うなど、適切な教育の機会が提供されるよう以下の取組を行う。

施策の目標

帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業 723百万円（640百万円）
※うちコロナ関係要望：110百万円
＜支援メニュー＞ 補助率3分の１
・拠点校方式による指導体制構築 ・日本語指導者、母語支援員派遣 ・ICT活用 ・高校生に対する包括的な支援 等
⇒（本事業により達成される成果）学校生活に必要な日本語指導、教科との統合指導、進路指導など、外国人児童生徒等に対する

総合的・多面的な指導・支援体制が構築され、安心して学ぶ環境が提供される。また、コロナ感染症拡大の影響下のみならず、ポ
ストコロナを見据え、今後、如何なる状況下にあっても、日本語学習等の学びを止めないための支援体制が整備される。

日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業 23百万円（17百万円）
・「かすたねっと」による多言語文書、日本語指導教材等の提供 ・アドバイザーの派遣 ・子供向け動画コンテンツの作成 等
⇒（本事業により達成される成果）日本語指導にかかる施策立案に関する助言・指導や情報共有などが図られ、外国人児童生徒等の教育支援体制の基盤が形成される。

外国人の子供の就学促進事業
107百万円（72百万円）
※うちコロナ関係要望：35百万円
＜支援メニュー＞ 補助率3分の1
・就学状況等の把握、就学ガイダンス
・日本語指導、学習指導 等
⇒（本事業により達成される成果）コロナ感
染症の拡大等による不就学を防止し、すべて
の外国人の子供の教育機会が確保される。

多文化共生に向けた日本語指導の充実に関する調査研究
36百万円（36百万円）

・集住地域：多文化共生のための効果的な教育課程編成や指導方法開発 等
・散在地域：拠点校、遠隔支援校の設置による効果的な指導体制の構築 等
⇒（本事業により達成される成果）モデル化を通じて、多様な文化的背景を
理解しながら共に学ぶ環境が創造される。

高等学校における日本語指導体制整
備事業 19百万円(新規）
※コロナ関係要望：19百万円（全額）
・「特別の教育課程」の導入検討
・日本語指導等の指導資料の作成
⇒（本事業により達成される成果）
ポストコロナを見据えた指導体制が整備されるこ
とにより、高校中退を防止し、進路選択の充実
が図られる。

課
題

入国・就学前 義務教育段階 高等学校段階
• 最大で２万人が不就学の可能性 • 日本語指導が必要な児童生徒は５万人

• うち、２割が特別の指導を受けられていない
• 年間で１割が中退
• 大学等進学率は４割

進学・
就職へ

①就学状況の把握、就学の
促進

②指導体制の確保・充実
③日本語指導担当教師等の指導力の向上、支援環境の改善

⑤異文化理解、母語・母文化を尊重した取組の推進

④中学生・高校生の進学・
キャリア支援の充実

体
制
整
備

指
導
内
容
構
築

外国人児童生徒等への教育の充実 令和3年度予算額 910百万円
(前年度予算額 766百万円)

帰国・外国人児童生徒教育等に係る研究協議会等 0.７百万円（0.7百万円）

8
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１．補助事業のメニュー（都道府県レベル、市区町村レベルの双方）
○日本語指導に関する運営・情報共有のための会議の開催
〇日本語指導補助者、母語支援員の派遣
〇幼児や保護者を対象としたプレスクールの開催
〇親子日本語教室の開催
〇ＩＣＴを活用した日本語指導の実施
〇高校生に対する日本語指導や進路指導等、包括的な支援の実施 等

２．補助対象経費
人件費、謝金、旅費、印刷製本費、借損料、通信運搬費、委託費 等

３．事業実績
令和３年度には、２６都道府県、１５政令市、１８中核市、８０市区町村にて事業実施

４．実施が予定されている事業（例）
○集住地域を指定してコーディネータを配置。小中学校を巡回し、編入時の対応や各校での日本語指導・保

護者対応への助言を行う。実践で得られた成果は県内各校で共有（岐阜県）
○都道府県レベルで日本語指導アドバイザー・母語支援員を確保し、必要とする市町村に派遣。また、就職

支援を行う就職実現コーディネータを外国人生徒が多数在籍する高校に配置。さらに、県外のNPO等を活
用したオンラインによる日本語指導を企画するなど、散在地域の支援体制構築を推進（三重県）

帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業 令和3年度予算額 723百万円
(前年度予算額 640百万円)

9

概要
日本語指導が必要な帰国・外国人児童生徒が、学校において特別の配慮に基づく指導を受けることができ
るようにするため、都道府県・市区町村が実施する体制整備等に要する経費を補助（補助率１／３）
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（群馬県）
伊勢崎市教育委員会
太田市教育委員会
大泉市教育委員会
玉村町教育委員会
伊勢崎市教育委員会

(北海道教育委員会

茨城県教育委員会

（栃木県）
小山市教育委員会
栃木市教育委員会
足利市教育委員会

埼玉県教育委員会

千葉県教育委員会
★千葉市教育委員会
●船橋市教育委員会
●柏市教育委員会

（東京都）
北区教育委員会
足立区教育委員会
●八王子市教育委員会
羽村市教育委員会
大田区
葛飾区
清瀬市

（神奈川県）
★横浜市教育委員会
★川崎市教育委員会
★相模原市教育委員会
●横須賀市教育委員会
厚木市教育委員会
藤沢市教育委員会
泰野市教育委員会
愛川町教育委員会
川崎市教育委員会

（福井県）
越前市教育委員会
鯖江市教育委員会

山梨県教育委員会
中央市教育委員会

静岡県教育委員会
★静岡市教育委員会
★浜松市教育委員会
★浜松市
焼津市教育委員会
小笠地区連絡協議会

岐阜県教育委員会
●岐阜市教育委員会
各務原市教育委員会
瑞穂市教育委員会
大垣市教育委員会
美濃加茂市教育委員会
可児市教育委員会
土岐市教育委員会
岐阜県
大垣市
美濃加茂市教育委員会
可児市

愛知県教育委員会 ★名古屋市
★名古屋市教育委員会 ●豊田市
●豊橋市教育委員会 豊川市
●岡崎市教育委員会 碧南市教育委員会
●豊田市教育委員会 西尾市教育委員会
瀬戸市教育委員会 蟹江町
小牧市教育委員会
豊明市教育委員会
岩倉市教育委員会
知多市教育委員会
安城市教育委員会
西尾市教育委員会
知立市教育委員会
みよし市教育委員会
半田市教育委員会
大府市教育委員会
高浜市教育委員会
蒲郡市教育委員会

三重県教育委員会
桑名市教育委員会
四日市市教育委員会
鈴鹿市教育委員会
亀山市教育委員会
津市教育委員会
松坂市教育委員会
伊賀市教育委員会
鈴鹿市教育委員会

滋賀県教育委員会
彦根市教育委員会
長浜市教育委員会
近江八幡市教育委員会
甲賀市教育委員会
湖南市教育委員会
東近江市教育委員会
日野町教育委員会
愛荘町教育委員会

（京都府）
★京都市教育委員会
宇治市教育委員会
八幡市教育委員会

大阪府教育委員会
★大阪市教育委員
会
★堺市教育委員会
●豊中市教育委員
会
●高槻市教育委員
会
●八尾市教育委員
会

兵庫県教育委員会
★神戸市教育委員会
●姫路市教育委員会
芦屋市教育委員会
三木市教育委員会
丹波篠山市教育委員会（鳥取県）

●鳥取市教育委員会
岩美町教育委員会
琴浦町教育委員会

（島根県）
●松江市教育委員会
出雲市教育委員会
邑南町教育委員会

★広島市教育委員会

（香川県）
観音寺市教育委員会
多度津町教育委員会

（福岡県）
★北九州市教育委員会
★福岡市教育委員会
●久留米市教育委員会
古賀市教育委員会
飯塚市教育委員会
苅田町教育委員会
★福岡市教育委員会 佐賀県教育委員会

大分県教育委員会
●大分市教育委員会

★新潟市教育委員会
三条市教育委員会

●郡山市教育委員会

●長野市教育委員会
飯田市教育委員会

●松山市教育委員会

●長崎市教育委員
会

●和歌山市教育委員会

菊陽町教育委員会

令和３年度 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業
及び定住外国人の子供の就学促進事業 ＜実施自治体一覧＞

きめ細、就学促進両方：

きめ細のみ ：
就学促進のみ ：

青・・・きめ細実施自治体名
緑・・・就学促進実施自治体名
★・・・指定都市
●・・・中核市

庄内町教育委員会
（石川県）
小松市教育委員会

徳島県教育委員会
徳島市教育委員会
鳴門市教育委員会
小松島市教育委員会
阿南市教育委員会
吉野川市教育委員会
阿波市教育委員会
石井町教育委員会
松茂町教育委員会
藍住町教育委員会
板野町教育委員会
上板町教育委員会
東みよし町教育委員会

【きめ細実施自治体数】
２６都道府県
１５指定都市
１８中核市
８０市区町村

10
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高等学校における日本語指導体制整備事業 令和3年度予算額 19百万円
(前年度予算額 新 規 )

背景 課題あああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ

✔ 高等学校において、日本語指導が必要な生徒は10年前から2.7倍に増加（平成30年:4,172名）
✔ 日本語指導が必要な高校生の中退率が高い。卒業後の進学率は低く、非正規就職率が高い。

高等学校では教科・科目が多様かつ内容が高度となることもあり、教員にとっても教科等の学習に
つなげるための日本語指導等の手法等については手探りの状態。これまで義務教育段階を中心に
取り組まれてきた体系的な日本語指導等のノウハウは蓄積されていない。

事業内容

高等学校において、「特別の教育課程」による日本語指導実施に向けた検討を行うとともに、
カリキュラム作り・指導法等のガイドラインを作成する。

背景・
課題

〇 高等学校における「特別の教育課程」検討会議の開催 ４百万円
・ 高等学校において、取り出しによる日本語指導等を行い単位認定が出来るよう、

「特別の教育課程」の導入等について検討を行う会議を開催する。

〇 高等学校における日本語指導のための指導資料等作成 16百万円
• 教員養成課程を置く大学に委託し、高等学校において、日本語指導と教科指導を

統合して行えるよう、JSLカリキュラム(※)を参考としながら、適切なカリキュラ
ム作りができるようなガイドラインを作成する。その際、高等学校の教科・科目の
特徴を踏まえて、理数・人文などの大きなまとまりでカリキュラム作りのポイント
をまとめるなど、工夫を行う。

• また、高等学校における日本語指導・教科指導、進路指導等のポイント、学校の指
導体制作り、多文化共生・グローバル人材育成の在り方等をまとめた指導の手引き
についても、併せて作成する。

・中途退学率 9.6%（全体 1.3%）
・大学等進学率 42.2%（全体71.1%）
・非正規就職率 40.0%（全体 4.3%）

※日本語指導が必要な生徒の状況（括弧内は全高校生の状況）
【出典】日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する

調査（平成30年度）等

 指導資料を作成し、全国に普及することにより、高等学校における日本語指導や教科指導の充実に資する。
 指導を充実することにより外国人生徒等の中退を防ぎ、卒業後の進学や就職等、適切な進路選択につなげる。

（参考）義務教育段階におけるこれまでの取組

■「特別の教育課程」の編成・実施
（平成26年度に学校教育法施行規則の一部改正等）

①指導対象：小・中学校段階に在籍する日本語指導が必要な児童生徒
②指導者：日本語指導担当教員（指導補助者を追加することも可）
③授業時数：年間10単位時間~280単位時間までが標準
④指導形態：原則、児童生徒の在籍校における取り出し指導
⑤指導計画等：指導計画や学習評価は学校設置者に提出
⇒ 日本語指導の質の向上、組織的・継続的な支援の実現に寄与

■「学校教育におけるJSLカリキュラム」の開発（※）
（小学校編：平成15年度、中学校編：平成18年度）
小・中学校において日本語を母語としない児童生徒に対し、日本

語指導と教科指導を統合して教えるためのカリキュラムを開発・普及。
⇒ 各教科の授業に日本語で参加できる力の育成に寄与

⇒ 高等学校における日本語指導を行うための制度整備と、カリキュラム作りや指導のためのガイドラインを
示すことで状況の改善を図る。
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「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針」（令和２年７月１日 文部科学省）

１．外国人の子供の就学の促進及び就学状況の把握
（１）就学状況の把握
●教育委員会が住民基本台帳部局等と連携し、学齢簿において外国人の子供の就学状況も一体的に管理・把握する
●外国人学校等も含めた就学状況の把握

（２）就学案内等の徹底
●就学に関する広報・説明の実施 ●住民基本台帳等の情報に基づく就学案内の送付 ●日常生活で使用する言語での情報提供
●個別の就学勧奨の実施 ●プレスクールや初期集中指導等、円滑な就学のための取組 ●幼稚園等への就園機会の確保

（３）出入国記録の確認
●必要に応じ、在留外国人出入国記録の照会等の手段を活用し、居住実態を把握
2．学校への円滑な受入れ

●教育委員会と住民基本台帳部局・国際交流部局・福祉部局等、公共職業安定所、地方入管等、支援団体や日本語学校等との連携

「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」（令和２年６月23日閣議決定）に基づき、外国人の子
供たちが将来にわたって我が国に居住し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に、日本における生活の基礎を身に
付け、その能力を伸ばし未来を切り拓くことができるよう、外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等のために地方公共団体が講ずべき事項
を指針として策定。

（１）就学校の決定に伴う柔軟な対応
●通学区域内の義務教育諸学校において受入れ体制が整備されていない場合、保護者申し立てにより受け入れ体制が整った学校への就学校変更

（２）障害のある外国人の子供の就学先の決定
●総合的な観点からの就学先決定、言語・教育制度・文化的背景の違いに留意した本人や保護者への丁寧な説明

（３）受入れ学年の決定等
●ただちに年齢相当学年の教育を受けることが適切でないと認められるときに、下学年への入学を認める
●進級・卒業に当たり、学習の遅れに対する不安により保護者等からの要望がある場合に、補充指導や、進級・卒業の留保などの措置をとる

（４）学習の機会を逸した外国人の子供の学校への受入れ促進
●本人や保護者の希望に応じ、日本語学校・日本語教室等での受け入れ、学校生活への適応につなげる支援、望ましい時期での学校への入学

（５）学齢を超過した外国人への配慮
●本人の希望等を踏まえ公立中学校での受入れが可能、夜間中学を設置している自治体においては夜間中学への入学が可能であることを案内

（６）高等学校等への進学の促進
●早い時期から進路ガイダンス・進路相談等を実施 ●公立高等学校入学者選抜において、外国人生徒特別定員枠の設定等の取組を推進
３．外国人関係行政機関・団体等との連携の促進

12
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○ デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年６月18日閣議決定）

（３）地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化
地方公共団体の基幹業務システムについて、情報システムの迅速な構築と柔軟な拡張、データ移行や連携

の容易性の向上、高度のセキュリティ対策の導入、サーバ等の共同利用による情報システムに係るコスト削減
等を通じて、デジタルファースト及びワンスオンリーを徹底し、住民サービスの向上と行政の効率化を図るため、
基幹業務システムを利用する原則全ての地方公共団体が、目標時期である令和７年度（2025 年度）までに、ガ
バメントクラウド上に構築された標準化基準に適合した基幹業務システムへ移行する統一・標準化を目指す。

エ 教育
就学に係る学齢簿作成、就学援助認定等のシステムは、令和３年（2021 年）夏までに標準仕様書を作成する。

④ 統一・標準化を進めるための支援
ア 財政支援
目標時期である令和７年度（2025 年度）までにガバメントクラウド上で基準に適合した情報システムを利用する
形態に移行することを目指すため、デジタル庁は、令和２年度（2020 年度）第３次補正予算により地方公共団体
情報システム機構（J-LIS）に造成された基金の執行について、情報システム整備方針に基づき、総務省を通じ
て適切に統括・監理を行う。

外国人の子供に関する情報と学齢簿との一体的管理の促進について

13

概要
自治体における住民基本台帳システムと学齢簿システムとの連携を促すことにより、外国人の子供に対し

ても就学案内を始めとした就学促進の取組が進められている。（令和７年度まで）

上記の学齢簿システムの導入が各自治体で進められることにより、外国人の子供の
就学状況を一体的に管理・把握することに寄与
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外国人児童生徒等の教育に関する

教職員・支援者向け研修動画
各動画

20分程度

動画は「 」文科省公式チャンネルに掲載しています。

QRコードまたは以下URLから動画・講義資料掲載サイトにアクセスできます。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003_00004.htm

５つの研修内容研修動画の対象

・学校の教職員 ・教育委員会職員

・日本語指導補助者 ・母語支援員

その他、外国人児童生徒等の教育や

支援等に携わる方の研修に活用いた

だけます。

▪ 校内研修において動画視聴

→動画の内容についてグループ演習

→全体で発表・共有

▪ 教育委員会が実施する研修の事前学

習教材として活用

▪ 自己研修として個人で動画を視聴

外国人児童生徒等の受入れやその支援のための体制づ くりをはじめ、日本語指導の具体的な指導方法など、 幅広い内容を取り扱っています。

研修動画の活用例

学校内外での研修、

個人での研修など

① 外国人児童生徒等の受け入れ

②外国人児童生徒等教育の考え方

③ 日本語指導の方法 １

④ 日本語指導の方法 ２

⑤外国人児童生徒等のキャリア教育

全国の学校教育関係職員を始め、外国人児童生徒等の教育に携わる支援者等を対象に、
学校での円滑な受け入れや指導・支援について、必要な知識を学んでいただくための研修動画です。
各動画とも ２０ 分～３０ 分で学べる内容になっています。

14
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各動画

10分程度

動画は「 」文科省公式チャンネルに掲載しています。

QRコードまたは以下URLから動画・関係資料掲載サイトにアクセスできます。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003_00004.htm

これから日本の学校に通う

外国人児童やその保護者など

内容

「はじめまして！今日からともだち」は、外国から来た主人公が、はじめて小学校に登校した日のお話しです

「おしえて！日本の小学校」では、小学校における学校生活の様子や習慣などについて紹介しています。

就学案内で

・自治体窓口で外国人保護者に動画を案内し、家庭で子供と一緒に見てもらう

・外国人向け就学説明会で動画を上映し、学校の様子を知ってもらう

プレスクールで

・動画を上映し、外国人の子供やその保護者に、学校の様子を知ってもらう

・毎日の持ち物や掃除・給食当番など、学校のきまりについて学ぶ

日本語
英 語
中国語
ベトナム語
スペイン語
ポルトガル語
フィリピノ語

外国人児童・保護者向け動画
「はじめまして！今日からともだち」

「おしえて！日本の小学校」
７言語に
対応

日本の小学校の学校生活の様子について、アニメーションで紹介します。

対象

活用場面

Fals
e 

さらに

７言語を作成予定
韓国・朝鮮語
インドネシア語
タイ語
ミャンマー語
カンボジア語
ネパール語
モンゴル語
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「経済財政運営と改革の基本方針2021」 （令和3年6月18日閣議決定）（抄）

外国人児童生徒等教育に関する政府方針

「成長戦略フォローアップ」（令和3年6月18日閣議決定）（抄）

５．４つの原動力を支える基盤づくり

（８）成長力強化に向けた対日直接投資の推進、外国人材の受入れ・共生
（外国人材の受入れ・共生）

感染症の影響を踏まえ、感染拡大防止策を講じつつ、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対
応策」122の施策を着実に実施する。

122 令和３年６月15日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定（令和３年度改訂）。特定技能外
国人のマッチング支援の充実、外国人在留支援センターにおける効果的な支援の実施、日本語教師の資
質・能力を証明する新たな資格と日本語教育機関における教育水準の維持向上、日本語教育機関の振
興と活用推進を図るための仕組みについての法制化の検討等日本語教育の強化、外国人の子供の就学
支援等に取り組む。

４．「人」への投資の強化
（４）女性・外国人・中途採用者の登用などの多様性の推進
ⅱ）高度外国人材の受入促進
（教育プログラム等の充実）

・外国人の子供に対する日本語指導等の支援体制の充実を図り高等学校段階において日本語の個別
指導を教育課程に位置付ける制度の2023年度からの円滑な導入を目指す。

・外国人の子供の就学機会の確保のため、2025年度までに全ての外国人の子供の就学状況を一体的
に管理・把握できるようにするとともに、専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（いわゆる「外
国人学校」）に通う子供たちの健康管理の在り方に関し、2021年中を目途に検討を行う。

61
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(1) 暮らしやすい地域社会づくり
➣ 行政・生活情報の多言語・やさしい日本語化、相談体制の整備
○ 地方公共団体からの要望を踏まえた外国人受入環境整備交付金の対象範囲の見直し
○ 「外国人在留支援センター」における地方公共団体の行政窓口に対する通訳支援の実施及び外国人の採
用・定着に向けた企業等向けのセミナー等の実施

○ やさしい日本語の活用に関するガイドラインの策定、地方公共団体などの職員を対象とした研修や広報
等の実施

○ 地方公共団体向けの多言語翻訳システムの導入ガイドラインの策定等
○ 行政情報・生活情報の多言語・やさしい日本語化による情報提供・発信の推進
○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため､外国人生活支援ポータルサイト､外国人技能実習機構
等を通じた必要な留意事項の周知・徹底

➣地域における多文化共生の取組の促進・支援
○ 在留外国人に対する総合的な支援をコーディネートする人材の育成を促進する施策の検討
○ 国際経験の豊かな人材の積極的なリクルートに向けた地方公共団体とJICAとの連携
(2) 生活サービス環境の改善等
➣災害発生時の情報発信・支援等の充実
○防災・気象情報に関する多言語辞書の民間事業者のアプリ等における活用の促進
➣交通安全対策､事件・事故､消費者トラブル､法律トラブル､人権問題等への対応の充実
○警察に係る制度に関するウェブサイトの見直し、外国語による掲載情報の拡充

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和２年度改訂）の概要
我が国に在留する外国人は令和元年末2９3万人､外国人労働者は令和元年１０月末1６6万人と､過去最高。加えて､平成３１年４月から特定技能外国人の受入れを開始。
令和元年１２月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を改訂し､関連施策を着実に実施。

→現下の新型コロナウイルス感染症への対応を適切に行いつつ､引き続き､外国人材を円滑かつ適正に受入れ､受入れ環境を更に充実させる観点から、「外国人材の受入れ・
共生のための総合的対応策（令和２年度改訂）」を策定（191施策）。今後も政府一丸となって、関連施策を着実に実施するとともに、総合的対応策の充実を図る。

(1) 特定技能外国人のマッチング支援策等
○ 就労を希望する外国人材と企業とのマッチング支援（新型コロナウイルス感染症の影響により解雇等
され、実習が継続困難となった技能実習生等に対する雇用維持支援措置の着実な実施､各分野特有の
就労状況等を踏まえたマッチング支援の方法の検討・実施）

○ 地方創生推進交付金による地方公共団体の自主的・主体的で先導的な取組の積極的な支援（優良事例の
収集・横展開等）

(2) 特定技能試験の円滑な実施、特定技能制度の周知・利用の円滑化等
○ 技能試験の受験機会の拡大等（国内外における試験実施の拡大等）
○ 特定技能の受入れ分野の追加の検討、各分野における特定技能２号に該当する業務の内容や技能試験
の実施等の検討の推進

○ 国内外における特定技能制度に関する周知・広報の実施
○ 介護現場におけるコミュニケーション能力の測定に重点を置いた新たな日本語テストの実施
○ ODAにより実施している開発途上国での技能人材・ビジネス人材の育成等の支援
(3) 悪質な仲介事業者等の排除
○ ODAによる技術協力を通じた開発途上国の関係機関との連携強化
(4) 海外における日本語教育基盤の充実等
○ 国際交流基金を通じた日本語教育基盤の強化や、我が国の文化及び社会の魅力発信等の取組の推進
○ 国際協力機構（JICA）による「日系四世の更なる受入制度」の活用促進に向けた日本語能力習得促進の
ためのカリキュラムやテストの作成等の実施

(1) 国民及び外国人の声を聴く仕組みづくり
○ 「『国民の声』を聴く会」等において、幅広い関係者から意見を継続的に聴取（共生施策に係る意見を
多言語で受け付ける「御意見箱」の設置､地方公共団体との継続的な意見交換）、得られた意見について
共生施策の企画・立案に適切に反映

(2) 啓発活動等の実施
○ 全ての人が互いの人権を大切にし支え合う共生社会の実現のため、各種人権啓発活動を実施

２ 外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進に向けた取組

１ 外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取･啓発活動等 ➣住宅確保のための環境整備・支援
○部屋探しをする際に活用できる「外国人のための賃貸住宅入居の手引き」の作成
➣金融・通信サービスの利便性の向上
○金融機関における外国人の口座開設円滑化のための環境整備（各金融機関における好事例の公表・横展開、
外国人の在留期間の把握による口座の適切な管理等）

(3) 日本語教育の充実（円滑なコミュニケーションの実現）
○ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の充実（地域における日本語教育環境を強化するための
総合的な体制整備､日本語教育の推進に関する法律に基づく地方公共団体の基本方針の作成の促進等）

○ 日本語教室未設置の地域における日本語教室開設に向けた支援の強化
○ 日本語教師の資質・能力を証明する新たな資格である公認日本語教師（仮称）制度の整備
○ 外国人材との効果的なコミュニケーションを行う上でのポイントやその学ぶ手法の調査等
○ 日本語教育を行う機関のうち､日本語教育の水準の維持向上を図る上で必要な適格性を有するものに関す
る制度の整備の検討､検討結果に基づいた必要な措置の実施

(4) 外国人の子供に係る対策
○ 幼児教育・保育の無償化、高校及び大学の修学支援制度についての積極広報の実施
○ 集住地域・散在地域それぞれにおける日本語指導等の在り方について実践的な研究の実施
○ 学習者用デジタル教科書の活用促進、幼児期の特性を踏まえた研修プログラムの開発等の調査研究の実
施

○ 全ての都道府県での公立高等学校入試における特別定員枠の設置等を目指した取組、高等学校における
日本語指導・教科指導等に関するカリキュラム等の構築

○ 外国人児童生徒の就学機会の適切な確保等（地方公共団体が講ずべき事項の指針の策定を通じ、学齢簿
において外国人の子供の就学状況も一体的に管理・把握すること等の促進）

(5) 留学生の就職等の支援
○ 「外国人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンドブック」の周知・活用促進
○ 高度外国人材の就職後の活躍に関し、中堅・中小企業が取り組めるような教材及び支援機関向け指導カ
リキュラムの作成

○ 大学と労働局（ハローワーク）間の協力協定締結等を通じた連携の強化
(6) 適正な労働環境等の確保
○ 「やさしい日本語」による労働条件や支援策等に関する情報発信の強化
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける外国人労働者のためのハローワークの相談体制の強化
(7) 社会保険への加入促進等
○ 医療機関等におけるマイナンバーカードを活用した本人確認と保険資格確認の実施
○ 公的年金制度における脱退一時金の支給上限年数の3年から５年への引き上げ

令 和 ２ 年 ７ 月 1 4 日
外 国 人 材 の 受 入 れ ・ 共 生
に 関 す る 関 係 閣 僚 会 議

※下線は令和元年１２月総合的対応策（改訂）からの変更

(1) 在留資格手続の円滑化・迅速化
○ 在留資格手続のオンライン申請の更なる対象の拡大
○ 在留カードとマイナンバーカードの一体化の検討
○ 「特定技能」の在留資格に係る在留諸申請時の提出書類の簡素化
○ 在留資格認定証明書の電磁的記録による交付の実施の検討
(2) 在留管理基盤の強化
○ 日本語能力試験(ＪＬＰＴ)等の証明書の偽変造対策の強化による適切な在留審査の実施
(3) 留学生の在籍管理の徹底
○ 留学生の在籍管理が不適正な大学等に対する、留学生の受入れを認めない等の在留資格審査の厳格化
や、留学生別科についての日本語教育機関と同様の基準作成等

(4) 技能実習制度の更なる適正化
○ 出入国在留管理庁と外国人技能実習機構の情報連携強化及び同機構業務システムの刷新
○ 高額な保証金や手数料等による失踪を防止するための実習生に対する積極的な広報活動の実施
(5) 不法滞在者等への対策強化
○ 在留カードの偽造・改ざんを確認するための無料アプリケーションの配布

４ 新たな在留管理体制の構築

３ 生活者としての外国人に対する支援

17
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５．増加する外国人児童生徒等への教育の在り方について

 外国人の子供たちが共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に，関連施策の制度設計を行うことが必要
 キャリア教育や相談支援の包括的提供，母語・母文化の学びに対する支援が必要
 日本人の子供を含め，異文化理解・多文化共生の考え方に基づく教育の更なる取組

(１) 基本的な考え方

(２) 指導体制の確保・充実
① 日本語指導のための教師等の確保

• 日本語と教科を統合した学習を行うなど，組織的かつ体系的な指導が必要
• 日本語指導が必要な児童生徒への指導体制の充実
• 日本語指導・母語による支援等の専門スタッフの配置促進と支援体制の構築

② 学校における日本語指導の体制構築
• 日本語指導の拠点となる学校の整備と，拠点校を中心とした指導体制の構築
• 集住・散在等，地域の実情を踏まえた体制構築の在り方の検討
• 拠点校方式等の指導体制構築や初期集中支援等の実践事例の周知

③ 地域の関係機関との連携
• 教育委員会，首長部局，地域のボランティア団体，日本語教室等の関係
機関との連携促進

• 特に，教員養成大学や外国人を雇用する企業等との連携

(４) 就学状況の把握，就学促進
 学齢期の子供を持つ外国人に対する，就学促進の取組実施
 学齢簿の編製にあたり全ての外国人の子供の就学状況についても一体的に管理・
把握するなど地方公共団体の取組促進，制度的な対応の在り方の検討

 義務教育未修了の外国人について，公立中学校での弾力的な受入れや夜間中学
の入学案内の実施促進

(３) 教師等の指導力の向上，支援環境の改善
① 教師等に対する研修機会の充実

• 「外国人児童生徒等教育を担う教師等の養成・研修モデルプログラム」の普及
• 日本語指導担当教師等が専門知識の習得を証明できる仕組みの構築

② 教員養成段階における学びの場の提供
• 教員養成課程における外国人児童生徒等に関する内容の位置付けの検討

③ 日本語能力の評価，指導方法・指導教材の活用・開発
• 「外国人児童生徒のためのJSL対話型アセスメントDLA」や外国人児童生徒
等教育アドバイザーを活用した，日本語能力評価手法の普及促進

• 情報検索サイト「かすたねっと」に登録する教材等の充実や検索機能の充実，
多言語により学校生活を紹介する動画コンテンツの作成・配信

④ 外国人児童生徒等に対する特別な配慮等
• 障害のある外国人児童生徒等に対して，障害の状態等に応じたきめ細かい指
導・支援体制の構築

• 障害のある外国人児童生徒等の在籍状況や指導・支援の状況把握

(５) 中学生・高校生の進学・キャリア支援の充実
 外国人児童生徒等の進学・就職等の進路選択の支援
 公立高等学校入学者選抜における外国人生徒等を対象とした特別の配慮（ル
ビ振り，辞書の持ち込み，特別定員枠の設置等）について，現状把握，情報
共有による地方公共団体の取組促進

 中学校・高等学校段階における進路指導・キャリア教育の取組促進
 取出し方式による日本語指導の方法や制度的な在り方，高等学校版JSLカリキ
ュラムの策定の検討

 小・中・高等学校が連携し，外国人児童生徒等のための「個別の指導計画」を
踏まえた必要な情報整理・情報共有の促進

(６) 異文化理解，母語・母文化支援，幼児に対する支援
 学校における異文化理解や多文化共生の考えが根付くような取組促進
 異文化理解・多文化共生の考え方に基づく教育の更なる普及・充実，教員養成
課程における履修内容の充実

 家庭を中心とした母語・母文化定着の取組の促進，学校内外や就学前段階に
おける教育委員会・学校とNPO・国際交流協会等の連携による母語・母文化に
触れる機会の獲得

 幼児期の特性を踏まえた指導上の留意事項等の整理，研修機会の確保

第Ⅱ部 各論
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東京外国語大学 多言語多文化共生センター主催
第１回 多文化共生シンポジウム

《パネルディスカッション》

「多言語多文化を生かし合う未来の学校の姿」

伊東祐郎

（国際教養大学専門職大学院）
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アウトライン

１．なぜ外国人児童生徒にとって

日本語教育が必要か

２．外国人児童生徒を取り巻く諸課題

３．諸課題解決のための

国、地方自治体、学校の取り組み

65
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私たちにとって「言葉＝日本語」は

１．コミュニケーションの基礎となる

２．思考・思想の原動力

３．アイデンティティ形成の一要素

４．生きる力の源

５．基本的人権として必要な能力

66
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外国人児童生徒を取り巻く諸課題

（１）子ども固有・特有の要因・事情による課題

（２）受入れ体制・意識にかかわる課題

（３）日本語指導にかかわる課題

67
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（１）子ども固有・特有の要因・事情による課題

①日本語が通じない

②編入学・転入学・新入学の時期不明、予測困難

③学力や来日前の教育・学習歴が多様、時に不明

④異なる母語や文化習慣

⑤困難な保護者との連絡

⑥多様な家庭環境・経済状況

⑦求められる異文化適応力

68
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（２）受入れ体制にかかわる課題

①（子・親に）日本語が通じないことによる教育委員会や学校に

よる受入れ拒否

②受入れ経験（前例）がないことによる教育委員会や学校による

受入れ拒否

③日々の学校業務で多忙な教育委員会や学校による受入れ拒否

④受入れ担当者不在による野放し対応

⑤特定教員や職員へのお任せ（押しつけ）対応

⑥異文化受容・異文化理解にかんする低い意識

⑦グローバル社会における教育の多様性・柔軟性・弾力化への

抵抗取り組み欠如
69
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（３）日本語・教科指導にかかわる課題

①日本語がわからない児童生徒への適応指導への戸惑い

②異文化背景をもった児童生徒とのコミュニケーション手段

の模索

③手探り状態の日本語指導

④日常会話ができる児童生徒への教科指導への不安

⑤母語・年齢・入国年齢・滞在年数の異なる児童生徒の

多様な日本語力・母語力・学力の把握及び教科指導の

むずかしさ
70
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子どもたちが力を発揮するために

① 自尊感情の育成

② 居場所作り

③ 学力向上への支援

④ 体系的・継続的な支援

⑤ コミュニティとの連携

⑥ 学校の組織・環境作り

そのための人材育成が急務
71
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外国人児童生徒等の教育を担う教員の
資質・能力モデルー4つの要素と課題ー

72
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「捉える力」：求められる具体的な力

子
ど
も
の
実
態
の
把
握

〈文化間移動と発達の視点から、外国人児童生徒等の状
況を把握することができる。〉
ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点

をもってその困難さを理解することができる。
イ 子どもの心理的状況を文化適応や家庭の状況に関連づ

けて理解することができる。
ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に

入れ、言語能力の多面性に留意して測定したり評価した
りすることができる。

エ 認知面の力と教科等の学力を、年齢的な発達や学習経
験を考慮して捉えることができる。
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「捉える力」：求められる具体的な力

社
会
的
背
景
の
理
解

〈外国人児童生徒等の背景や将来を、社会的、歴史的文脈
に位置付けること ができる。〉
オ 外国人児童生徒等教育に関する施策や制度を、自ら情

報を収集して理解することができる。
カ 文化間移動や家族の状況を、グローバル化や歴史的背

景、社会制度の変化等に関連付けて理解することがで
きる。

キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援
の状況に関連付けて把握することができる。

ク 子どもがどのような自己像を描き、どのように社会参加
し自己実現ができるかを、社会の変化と共に展望するこ
とができる。 74
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おわりに：外国人児童生徒が
将来活躍するために

●外国人児童生徒は、グローバル社会における日本の将来

を担う大きな原動力となり、子どもたちの果たす役割は無

限の可能性を秘めている。

今の学校は，外国人児童生徒の文化的な生活や

社会参加を実現させる重要な使命を負っている。

●外国人児童生徒に対する日本語教育の充実のために、

国と都道府県、市区町村が役割分担しながら連携協力し、

地域住民をも巻き込んだ”ALL JAPAN”での取組が重要。
75
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日本語教育学会/文部科学省委託
外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修

モデルプログラム開発事業

子どもの日本語教育を専門とし、教員養成大学での外国人児童生
徒等の教育に携わる教員の養成、教職員支援機構や地域における現
職教員研修の経験を豊富に有し、また日本語指導支援員を含む教師
教育のあり方を研究してきた研究者で調査研究組織を構成し、以下の
事業を実施する（平成29年度）。

①外国人児童生徒等教育を担う教員・支援員に求められる資質・能力
及び教育内容の検討・明示

②教員養成系学部等の課程、現職教員研修を通じた体系的なモデル
プログラムの開発・試行

76
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【関連する参考情報】

• 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開
発事業に関するサイト

• http://www.nkg.or.jp/pdf/2017momopro_hokoku.pdf

• 公益社団法人日本語教育学会の文部科学省委託事業成果活用特
別委員会が、文部科学省委託「外国人児童生徒等教育を担う教員
の養成・研修モデルプログラム開発事業」（2017～2019年度）の成果
を公開し、その普及と活用の推進を目的として運営しているサイト

• https://mo-mo-pro.com/message

77
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ご清聴ありがとうございました
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太 田 市 外 国 人 児 童 生 徒 教 育 ブ ロ ッ ク 別

集 中 校 シ ス テ ム ２ ０ ２ １

非 集 中 校

集

集 中 校 【 国 際 教 室 設 置 校 】 中

バ イ リ ン ガ ル ・ 指 導 員 国際教室担当教員 22 人 校

移動 ・連携 しな がら 指導 取 り 出 し 指 導 ( 日 本 語 ) へ

入 り 込 み 指 導 ( 各 教 科 等 ) 編

小 学 校 2 4 校 中 1 1 校 中 学 校 1 6 校 中 5 校 入

* 義 務 教 育 学 校 1 校 可

初期の前期 初期の後期 教科につながる学習

在 籍 学 級 と 連携を 図りなが ら

き め 細 か な 指 導

放 課 後 補 習 授 業 サ マ ー ス ク ー ル

非 集 中 校

外 国 人 児 童 生 徒 数 760 名 ( R3.5.1 ）

バイリンガル教員 ６ 人

（ ポ ５ ス １ ）

日本語指導員 1 7 人

(ポ５ス２タ５ベ３中２ )

【 初 期 指 導 教 室 】

ア ド バ イ ザ ー １ 人 ( 日 )

指 導 員 4 人 ( ポ 2 , ﾀ 1 , ｽ 1 )

４ ０ 日 間 の 初 期 指 導

（ 午 前 中 通 室 ）
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「多言語多文化を生かし合う未来の学校の姿」

ボリビア・ルーツの臨床心理士・公認心理師の立場から

四谷ゆいクリニック内多文化カウンセリングルーム

田中ネリ Nélida Tanaka

2021.7.10 外国ルーツの臨床心理士の立場から 田中ネリ

Aguayo, アグアヨ、先住民族の伝統的な織物 La memoria del tejido:Bolivia 出典

80
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Estado Plurinacional Bolivia ボリビア多民族国家
公用語：スペイン語、ケシュア語、アイマラ語、グアラニ語

Santa Cruz

San Juan 移住地

⚫ Okinawa 移住地

Cochabamba

La Paz

⚫首都

海抜 3,640 m

Potosí

yourfreetemplates.com

 面積： 1,098,581 km2

 人口： 10,059,856 人 (2012年国勢調査）

 GDP： 一人当たりUS$ 6,500
(Instituto Nacional de Estadística de Bolivia INE より)

2021.7.10 外国ルーツの臨床心理士の立場から 田中ネリ 812

yourfreetemplates.com


• 幼稚園から高校3年までの私立の一貫校

• スペイン語で学習 アルファベット26文字

• 学年は2月から11月まで

• 留年制度があり、毎月各教科の試験があり、
通知表に親がサインする

• 2学期制、1学期の終わりにその学期の全教科の試験

• 2学期の終わりに2学期間に学んだ全教科の試験

• 学期末試験の合格で次学年へ進級

• 大学進学には入試がない

• BICS生活言語もCALP学習言語
• 日本語での大学入学試験

• 英語話者にとって日本語学習の難易度は高い
（アメリカ国務省外国語トレーニング Foreign Language Training）

• 難易度４： 2,200時間 （88週）
スーパーハード言語

アラビア語
中国語
日本語
ハングル語

難易度１：スペイン語 600時間 (24週）
• 日本語は2136字の常用漢字以外にひらがな、

カタカナがある。
漢字に音読みと訓読み
敬語に尊敬語、謙譲語、丁寧語

Monika M. Połczynska, and Susan Y. Bookheimer(2020 出典) 

2021.7.10 外国ルーツの臨床心理士の立場から 田中ネリ 82
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ラテンアメリカ人コミュニティへの
アウトリーチ型の心理相談

• 精神科クリニックにおいて主に日本人を対象に心理療法を実
施してきた。この時期は日本の社会に適応していく段階で
あったのかもしれない。

• 1990年の入管法の改正によって日系ラテンアメリカ人とそ
の家族が来日、定住化が進んできた。メンタルヘルスの問題
も顕在化してくるが、平日、仕事を休んでクリニックに相談
することは困難であった。

• その対策として２００４年から外国人が集住する地域に出向
いてアウトリーチ型で心理相談を実施してきた。群馬県のカ
トリック教会で開始し、それから埼玉県のラテンアメリカ人
コミュニティ、虹の架け橋教室を実施している神奈川県の
NPOの依頼によって、心理相談を実施してきた。

2021.7.10 外国ルーツの臨床心理士の立場から 田中ネリ 83
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群馬県のカトリック教
会での心理支援

期間： ２００４年７月から
２０１３年１２月

スペイン語でのミサの前後
予約によるカウンセリング

対象： スペイン語圏の
ラテンアメリカ人 51件

2021.7.10 外国ルーツの臨床心理士の立場から 田中ネリ
84
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虹の架け橋教室

• 神奈川県で虹の架け橋教室を実施してい
るNPO団体からカウンセリングの依頼を
受け、月１回の頻度で子どもと保護者の
心理相談を実施する。

• 期間：２０１０年３月ー
２０１４年１０月

• 人数：５３人

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

他（知的障害、身体疾患等）

親との関係

両親の不和

育児や教育

子ども自身の悩み

適応の問題

親の問題

発達障害（ASD）

発達障害の可能性

いじめ

2021.7.10 外国ルーツの臨床心理士の立場から 田中ネリ
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ラテンアメリカ人コミュニティに
おける心理相談

• ２００８年１２月から埼玉県に月１回の心理
支援を開始して、予約によるカウンセリング
を現在も実施している。
期間：２００８年１２月－
２０１６年８月までの情報

• カウンセリング回数：１８２回

• カウンセリング件数： ９１件
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相談内容

相談内容

 思春期のケースにはアイデンティティの課題。
 不登校の場合、その前にいじめのあったケースも。
 性的な被害、リベンジポルノ。他の相談場所でもネッ
トを通しての被害。レープ。

 子どもは日本語で話す傾向。

 別離の経験もあり、子どもと親との同席面接が大事。。

 発達障害の疑い、あるいは既に自閉症スペクトラム障
害の診断を受けたケース。

 発達障害の疑いの場合、何ケースかクリニックに紹介。
 親の否認が強固の際の難しさ。
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子どもの別離の経験

B県での相談者日本生まれ：32人
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外国につながる子どもの気なる最近の現状

• 「外国人児童生徒等に関する文部科学省の取組について」(2021.4)の報告によ
ると、「公立学校（小中高）における日本語指導が必要な児童生徒は急増
（Ｈ３０年度で５万人）。うち、特別の指導を受けることができている者が
８割、特別の指導を受けていても「特別の教育課程」による日本語指導を受
けている者は６割」→１万人程度が、何らかの指導を受けられていない」

• 「日本語指導が必要な高校生の中退率、非正規就職率、進学も就職もしてい
ない者の比率は、高校生一般の水準から見ると極めて高い」

• 「学齢相当の外国人の子供は住民基本台帳上、１２．４万人。うち不就学の
可能性があると考えられる子供は約２万人（令和元年度に初めて全国査）」
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外国人児童生徒等における特別支援教育等の状況に関する調査結果【調査時点
において外国人集住都市会議に加入する25市町の公立義務教育諸学校の状況

H28.5.1現在】
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• 生物学的素因のある障害や知的障害がすべての民族間で同じ割
合で生じることを考えると、特別教育における民族の割合は、
学校全体におけるその民族の人数の割合に比例しなければなら
ない。

• この前提を元に、Lloyd Dunn は、1968年にアメリカのアフリ
カ系アメリカ人学生が他の学生に比べて、特別教育 (special
education) において過剰に在籍していることを指摘している。

• アメリカ以外での状況を見ると、Cooc＆Kiru (2018) がヨー
ロッパや英語を話す国の学校と特別教育の事情の研究を調べた
結果、民族マイノリティー、移民や先住民族が特別教育におけ
る比率の過剰を指摘するものが多く、この状況は色んな国にお
いても生じているのが見られた。
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• 日本の状況に関して、中川郷子（2016）がブラジル人コミュニ
ティの心理支援活動を実施しているなかで、一部の学校では、
特別支援学級に在籍しているほとんどの子どもが外国人である
ことを指摘している。

• NPO法人ABIC ( Action for a Better International Community)

（国際社会貢献センター）は、外国人が集住している12の都道
府県の公立小学校における特別支援教室に在籍している児童の
割合を調査した。計355校のデータを集計した結果、外国人児
童の特別支援教室の割合は5.01％であり、日本人の子どもは
2.26％であった。（2018）
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特別支援教室の在籍率

5.01

4.94

7.75

4.57

5.14

6.1

6.64
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4.74

6.79

3.95

5.25

3.57

2.26
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2.66
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静岡県内

愛知県内

愛知県内

愛知県内

愛知県内

三重県内
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日本人児童 外国人児童

NPO ABICのデータをグラフ化
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• 医療機関や児童相談所で子どもの発達障害や知的障害のアセス
メントツールとして最も使用されているのはWECHSLER式知
能検査（WISC IV)、及び田中ビネー知能検査Vである。
外国につながる子どもがこの検査を受ける場合、通訳を通して
実施されることもある。

• 田中ビネー知能検査Vは日本人を対象に標準化されている。外
国につながる子どもにこの検査を実施して、言語や文化の違い
が検査のパフォーマンスに影響したと思われる項目を検討した。

• 対象は5才から13才の6人のスペイン語圏の児童。全員日本生ま
れ。保護者の要請によって実施。検査を日本語で実施し、わか
らない時にスペイン語で教示した。
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２言語で実施した知能指数

年令 性別 IQ 備考

A （5才）６８か月 男性 １０６ スペイン語で実施

B （6才）７２か月 男性 ６８ 日本語とスペイン語で実施

C （6才）７８か月 男性 途中で中断

D （7才）８５か月 女性 ９６ 主に日本語で実施

E （9才）１１０か月 男性 ８７ 日本語で実施

F （13才）１５８か月 女性 ８２ 日本語で実施、一部スペイン語で回
答
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つまづきがみられたいくつかの課題

• 「短文の復唱」で文章が長くなると、特に助詞を想起する、あるい
は使用するのが難しくなる

• 「反対類推」の問題でスペイン語に使用されない表現の理解は難
しい。

• 「絵の不合理」で状況がわかっていても、適切な語彙が日本語で
もスペイン語でもわからないためにうまく説明ができない。

• 「文章の完成」は特に助詞が多くなると文章の完成は難しくなる。

• 「語の意味」 語彙が限られている。

• 「話の記憶」と「話の不合理」において、日本の文化や歴史の知
識がないと話を理解したり、記憶、想起するのが難しくなる。
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⚫ 田中ビネー知能検査Vにおいて知識に関わる問題が最も文化や言語
的要素が大きかった。

⚫ 言語に関しては日本語特有の表現や助詞のような日本語の言語構造その
ものが課題の理解や想起を難しくしていた。

⚫ 知識に関しては特定の場所、歴史の人物、歴史的な物や日常使用するも
のも、日本文化に特有な場合は記憶と想起は難しく、文章題を含む数量
的推理の遂行にも影響したと思われる。
つまり知らないものや場所を含む話は理解されていないために記憶も想
起にも影響したと思われる。

⚫ 教示が子どもの話す言語に翻訳された場合でも、問題そのものに内在し
ている文化的、言語的要素は検査のパーフォーマンスに影響するのが示唆
された。

結果
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⚫外国ルーツの子どもが田中ビネー知能検査Vから認められたよう
に、言語的文化的影響が内在しているので得られた知能指数は実
際の能力よりも低く出る可能性が大きいことが示唆された。

⚫得られたIQ知能指数は実際の能力より低く出る可能性を念頭にお
きながらも、子どもがつまづいている課題を特定し、教育の支援
に役立てるのが重要であると思われる。

⚫知能検査から得られたIQだけに基づいて特別支援学級が受け皿に
なった場合、知的障害の対象であれば生活単元が中心の学習にな
る危険性が高い、なぜならば教科学習には継続した積み重ねが必
要である。

⚫マイノリティーであることがパーフォーマンスに影響する可能性
をJane Elliot（1968）が「青い目、茶色い目」の実験で示した。
委縮した立場におかれた子どもの課題遂行の時間が長くなった。

結果と考察
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多言語多文化を生かし合うために

• 継続性

• 連携とコーディネーション → つながり

• 現場や当事者の声を聴く

• コミュニティ人材の活用
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• 日本語教育推進に関する法律 https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/shokan_horei/other/suishin_houritsu/pdf/r1418257_02.pdf

• 日本語教育の推進に関する法律の施行について（通知）
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/shokan_horei/other/suishin_houritsu/1418260.html

• 青い目 茶色い目 青い目 茶色い目 ～教室は目の色で分けられた～ - 動画 Dailymotion

• Monika M. Połczynska, and Susan Y. Bookheimer(2020) Factors Modifying the Amount of Neuroanatomical Overlap between Languages in
Bilinguals—A Systematic Review of Neurosurgical Language Mapping Studies, Brain Sciences.
https://www.researchgate.net/publication/347623466

• 米国国務省の外国語トレーニング https://www.state.gov/foreign-language-training/

• 外国人児童生徒等に関する文部科学省の取組について http://www.moj.go.jp/isa/content/001342224.pdf

• 外国人児童生徒等教育の現状と課題 https://www.mext.go.jp/content/20210526-mxt_kyokoku-000015284_03.pdf

• 外国人児童生徒等における特別支援教育等の状況に関する調査結果【調査時点において外国人集住都市会議に加入する25市町の公立義務教育諸学校
の状況 H28.5.1現在】https://www.mext.go.jp/content/1422838_18_1.pdf

• Cooc, N., Kiru, E. (2018) Disproportionality in Special Education:  A Synthesis of International Research and Trends, The Journal of Special
Education, 1-11

• Dunn L M. (1968) Special education for the mildly retarded—is much of it justifiable? Except. Child. 35:5-22

• Alternativa (2016, May, 28) Japão: psicóloga coleta dados de crianças brasileiras diagnosticadas com transtornos Kyoko Nakagawa defende
que há um equivoco em alto dado de crianças com autismo e busca uma visão mais próxima da realidade-

• 産経ニュース（2018.5.15) 外国人児童５％が特別学級、制度整わず受け皿化か 日本人の倍、NPO調査

• 田中ネリ（2018)外国につながる子どもの田中ビネー知能検査Vのアセスメントから見えた課題。シンポジュム：外国につながる子どものアセスメン
トと支援を考える, 第２５回多文化間精神医学会2018.11.10 発表

• 令和３年度 外国につながる子どもたちの 発達支援通訳研修会

• 松田 真希子 , 中川 郷子(2018)「外国にルーツをもつ児童の発達アセスメントと言 語の問題について -発達障害と一時的リミテッド状況の鑑別のた
めの調査研究- 」『金 沢大学留学生センター紀要』21, 29 - 42
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第 1 回 多文化共生シンポジウム 参加者データ 

2021.06.22  13:30 現在 

事前アンケートより
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参加者内訳（海外）

ブラジル 台湾 韓国 ベトナム

シンガポール アメリカ タイ オーストラリア
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参加者内訳（国内）

東京都 神奈川県 大阪府 愛知県 埼玉県 北海道 千葉県

静岡県 兵庫県 福岡県 広島県 長崎県 京都府 栃木県

三重県 沖縄県 宮城県 茨城県 群馬県 石川県 島根県

大分県 長野県 岐阜県 新潟県 香川県 徳島県 青森県

秋田県 福井県 和歌山県 鹿児島県 福島県 岩手県 山梨県

滋賀県 奈良県 山口県 岡山県 熊本県 佐賀県
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アンケート回答者数 : ３５１名

開催日について

ちょうど良い（土曜日午前中） 平日開催希望

日曜開催希望 その他（土曜午後、土日の夕方など）

開催時間について

ちょうど良い

短すぎた

長すぎた

その他（やや長かった、休憩が欲しい、2部の時間がもっと長ければ良かった

など）

事後アンケートより
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今後、多文化共生分野のシンポジウムで希望するものがございま
したらご記入ください。

今後、東京外国語大学の多文化共生事業に期待することがあればお
知らせください。

（総評）日本各地でどのような取り組みがなされているのか、外国にルー
ツを持つ子供たちへの接し方を知りたい、などの意見が多かった。

（総評）シンポジウムの定期的な開催を望む声が多数あった。また、文
科省や自治体との連携を求める声や教材作成の要望も複数みられた。

最後のパネルディスカッションについてです。資料などを入手していない状態ですので，話してお
られる内容が話すスピードや音声の不具合で理解できないまま次々と話が進んでいったのが残念で
した。「多言語多文化を生かし合う未来の学校の姿」をイメージできる時間的な余裕があればよ
かったと思います。

職場における多文化共生 子供・社会人への発信を続け、無関心層へのアプローチを続けていた
だければと思います。ありがとうございました。

　どなたのお話も大変参考になりました。
　学生のみなさんの体験談を聞き、今担当している外国籍生徒達への支援について、何ができるか
さらに考えたいと思いました。
　伊藤先生のお話にありました、「いまだに教育委員会や学校による受け入れ拒否、前例がないこ
とによる受け入れ拒否などがある」とのお話、いままさにそうした問題に公立高校でぶつかってい
るところです。
　しかし、北山参事官からのお話で、改めて日本語指導が必要な外国籍生徒の実態をきき、公立の
学校ならば社会の状況に対応していかなければならないとの思いを新たにしました。

ところで気になる点があったのですが、北山参事官のお話で、日本語指導が必要な生徒児童が18
人いれば人員を加配できるとのお話がありましたが、それは常勤の専任としてでしょうか。非常勤
では学校全体のことがわかりませんので、教科の先生方が困っていらっしゃることがわかりません
し、生徒たちの学校生活をスムーズにするために必要なことも把握できません。常勤であることは
重要だと思います。

しかし、18人いればということでは、伊藤先生がおっしゃっていた、「学校側の拒否反応」を改
善することは困難だと思います。それに、受け入れ初年度でその人数に達しなかった場合にもっと
も摩擦が生じやすい段階であるにもかかわならず、十分な支援やコーディネートができないことに
なります。

日本語教育のみでなく、学校全体の活動とのコーディネート(各教科との連携、行事や学校生活、
NPOなどとの連携、進路指導部との連携など必要なことはたくさんあると思います。)という、公立
の学校における日本語教師の役割を明確にし、一人でも外国籍生徒がいる場合は日本語担当が常勤
で配置される体制になることを望みます。
　また、日本語教師の公立高校での役割の明確化だけでなく、学校における所属も明確にしていた
だきたいです。国語科の1分野としてや、国際科がある学校ならば国際科の一部としてなど、所属を
明らかにしておかないと、日本語教師の校内での孤立化が生じ、伊藤先生がおっしゃっていた「特
定教員へや職員へのお任せ(押しつけ対応)」や「担当者不在による野放し対応」（不在ではありませ
んが、孤立化で抱える仕事の負担が他から見えず、やりきれない部分が野放しになる）といった課
題を温存させてしまう結果となると思います。

学校現場の改革、多文化共生に無関心な教員・社会への取り組み、外
国にルーツを持つ子供たちとの接し方などを知りたいという意見が多
かった。

外国にルーツがある外大生の話が非常に興味深かったので、今後もこ
うした話を聞きたいです。今日話してくださったお三方は、日本語能力も
問題なく引き上げられ、ご自身のアイデンティティに対しても向き合えて
いるようですが、そうではなく、ダブルリミテッドになってしまった方やい
まだにアイデンティティに悩んでいる方の声も聞きたいです。また、今日
のお三方とそうではなかった方々の違いは何だったのかということもぜ
ひ知りたいです。

色々な情報が飛び交ったので、とても有意義でした。開催の目的が、あいまいになっていたような
気がしました。

文科省や各地方自治体の方の、日本語教育や多文化共生に関する、原
稿を読見上げるだけでない、本音の課題意識や問題点を聞きたいです。

支援者募集の案内などをMLなどで流していただきたいです。東京外大
関係者には、支援者になれそうな人、興味がありそうな人がたくさんい
ると思います。

日本で暮らす外国人のこども達の様々な課題を知り、考えさせられました。
特に自分のアイデンティティに蓋をして日本人のフリをして溶け込む努力をしていた学生さんの話
は、こんなにも大変な思いをしているのかと、私はショックでした。誰もが自身のアイデンティ
ティを自信を持って発信できる社会になっていくために、何ができるのか。
考えていきたいと思いました。

貴重な機会を頂きありがとうございました。

日本語指導と日本語教師の質向上について 講演会は知識として発信するのには適していると思いますが、小島先
生のご経験も生かして、課題解決への参加者が増えるようなイベントや
取り組みの展開に期待します。視聴者が日常できることの紹介や、参加
できる取り組みの紹介など、人々を巻き込み、課題解決の当事者に誘
い込んであげられると良いのではないでしょうか。

既知のことがほとんどでした。コメンテーターの方はあちこちで話し慣れしてしまったのか？綺麗
ごとを並べただけに聞こえることもありました。そして質問した学生さんの意見のほうがずっと具
体的でした。囁いた彼女たちの少ない言葉の貴重さを実際の現場に生かしてください。公の職に就
く皆様には、最後の挨拶のような話し方で読むのではなくその場の言葉で、もっと腹を割って話し
てほしかったです。

今後外国人学校の先生方も含めたお話を伺いたいです。 多文化共生も理解しますが、やはり、自国の文化をきちんと把握した上
でなければ、文化の埋没になると考えます

こんなに登壇人数の多いシンポジウムはあまりみたことがなかったのですが、それがと
ても興味深く感じました。大学教員、学生、行政、心理士、様々な立場からのお話も聞
けて良かったです（特に学生の発表よかったです）。小島さんの取り組みのお話は非常
に実践的で想像がしやすく、刺激を受けました。一方、経験を語るのが女性、行政の施
策を紹介するのが男性というように偏っていたことは、ジェンダーロール的な課題を感
じました。

今回のシンポジウムについての感想などがございましたらご記入ください。

（総評）全体的には好意的な意見が多い。資料の共有の要望が多数。また、学生のトークセッションに心を打たれたという感想が多数あった。「アイデンティティのもやもやに蓋をする」という言葉がアンケート
の中にも多数出てきた。

土曜午前中という、時間を有効に使える日時設定は大変良かった。どのプログラムも勉
強になったが、学生さんのプレゼンは涙が出そうだった。「アイデンティティのモヤモ
ヤに蓋をすることに上手になっていく」という言葉はとても衝撃的だった。私たちはそ
の上手になっている状況を「ようやく日本の生活に慣れた」「明るくリーダー的存在に
なったモデルケース」ととらえてしまいがちだと思う。多文化共生、アイデンティティ
の問題の複雑さを再認識できた。

まずは、今回このような豊かな学びの機会を開いてくださったことに、心より感謝をお
伝えしたいです。小島先生から３名の学生のみなさんまで、「ライフヒストリー」とい
うかたちでお話しくださっていたところが、今回一番響きました。基調講演でお示しい
ただいたこの30年間の日本社会・外国につながる子どもの教育に関しては、多くの方が
よく理解することであると思います。しかし、小島先生ご自身の、一人の教員・市民と
しての歩みや心情とあわせてお話しくださったことで、非常にリアルで血の通った現実
課題として重く受け止ることができました。私自身のこれまでの歩みとも重なり、改め
て自分自身の教育・研究活動を振り返る機会にもなりました。このような基調講演が
あったからこそ、そのあとの学生のみなさんのお話が、情景や心情が描けるほど共感す
ることができたのだと思います。これまで関わってきた子どもたちや保護者・現場のこ
とを振り返り、今まさに支えている子どもたちのことと自分の取り組みを考えました。
北山氏、伊東先生、恩田氏、ネリ先生、さまざまな現場・お立場・ご専門でそれぞれの
取り組みについてうかがえたことも有意義でした。お一人お一人のお話をもっとじっく
りお聞きしたいという気持ちが残るほど興味深かったです。シリーズのようにして会を
開催していただいても面白いのではないかと思いました。またぜひ参加させていただき
たいと思っております。本当にどうもありがとうございました。

特に興味深かったことは、日本語指導に関して、これまでボランティアが担っていた日本語支援
を「雇用」という形にしていくことの必要性についてです。私は、なぜこれまでボランティアで担っ
てきたのか不思議でしたし、教育の重要性と同時に働く場所を生み出すことも重要だと感じてい
たので、明るい気持ちになりました。雇用が生まれることで、経済も活性されることが期待できま
す。
また、外国にルーツをもつ学生さんのトークセッションでは、日本での学びでの苦しかった気持ち
なども共有くださり、印象に残っています。外国につながる子どもたちの散在地区などに居住、さ
らに、気持ちの言語化が難しいなどで、その当時は苦しさを誰かと共有できなかったとのことで、
お話から気持ちが伝わりました。今回のシンポジウムもオンラインで開催されましたが、ICTが散
在地区の子どもたちを他の地域に住む子どもたちと気軽につなげられるようになればと思いまし
た。なお、学生さんのお話に関しては、日本での学びで今につながった「何か（プラスに働いてい
ること）」についても伺ってみたいです。この「何か」は私も漠然としているのですが、例えば、「受
験に関して自身の母語に翻訳してあるサイトに出会ったので、スムーズに手続きができた」と
か、「通学していた学校が○○のノウハウをもっていた」など、当事者の方の視点でうかがえれ
ば嬉しいです。著書などでは、外国につながる方の課題にフォーカスしているものは多くありま
すが、活躍されている方のノウハウに関しての語りはあまり見かけることがありません。

感動と涙しかありません。皆さんのお話しを聴きながら、私にも何か手伝わせてくださ
い！と思いました。ぜひ1教師、1地域住民としてできることがあればなんでもします。
この課題は、外国人だけでなく、障がい者、高齢者などこの世のすべてのマイノリ
ティ、経済効果が見込まない、儲からない少数派の皆さんに言えることがと痛感しまし
た。労基、ハラスメントや労基違反で声をあげられない日本人など、あらゆるケースに
適用できる概念、考え方です。

事後アンケートより（抜粋）
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小島先生と学生さんのお話はたいへんよかったです。コウさんが中国名で自己紹介されたところは
泣きそうになりました。何名かのプレゼンは情報量が多すぎて私が受け取りきれなかったです。ポ
イントを絞っていただけたらもっとよかったと思います。事実や情報も大切ですが、ストーリーが
印象にのこるのではないかと思っています。

外国ルーツの子どもたちに対する教育にかんする情報 教員はじめ国内で活躍する多言語話者の育成を宜しくお願いします。

参加者からの直接の質疑応答の時間をとるべき 母語がない状態のお子さんへどのように関わっていけば良いか知りたい
と思いました。

外国人児童生徒への支援策について対応言語範囲の拡大を期待して
います！

全体としてすごく良かったと感じました。私自身も幼少期に日本へ来た者なので、第２部の学生さ
んたちの話はとても共感できる内容でした。一方で気になったのはタイトルが「私と東京外国語大
学」というところです。見方によっては大学の宣伝になりかねない印象を受けました。その点に関
しては当事者の方々により適したタイトルをつけた頂ければと感じました。批判的なコメントです
みません。

「言葉」の壁と「文化」の違いの”ぶつかり”を経験した方、学校現場や地
域で取り組んでいる方のお話が伺えればうれしいです。

今回のようなシンポジウムを定期的に行って欲しいです。

シンポに参加する方は意識の高い方だと思いますが、そうでない方々に、外国に繋がる人々が自分と「同じ」
社会の一員であるという認識が広まること。そして、その認識が「当たり前」になる日が早く来て欲しいと思い
ます。

日本各地の地域による特徴・取り組みや課題の違い、当事者の声がわ
かるシンポジウムを今後とも開いていただけたらと思います。

保育園・幼稚園、小中学校、高大の教員への研修企画など牽引してい
ただけたらと思います。

ゆっくり少しずつでいいので、地域の日本語教育団体や外国人支援者
へのアドバイス等が得られればと思います。

国籍や言語、ジェンダー、マイノリティなどさまざまな要因が入り混じった
社会で、すべての人が心地よく暮らせるようにするための事業が今後も
推し進められることを期待しております。

小島祥美先生に期待しています！

対象が「子ども」という視点で考えると、「外国にルーツがある子ども」も、「日本の
貧困の子どもや不登校、ヤングケアラー」も、彼らが抱く不都合の原因は同じだと感じ
ました。親や家庭によるもの、先生によるもの、友達によるもの、発達障害によるも
の、勉強がわからないということによるものなど。そして、どちらにも必要なことは
「大人が子どもに向き合う姿勢」「子どもの逃げ道」「ピンポイントの支援」だと感じ
ました。
日本で生きていく子どもが、安心して成長できる社会を大人が責任をもって作らなけれ
ばならないと思いました。

私は、アメリカでマイノリティ側として当事者の経験があります。その時の自分や知り
合いの状況につなげて胸が苦しくなるように感じたりもしました。こうして声をあげる
「力」を身につけるには、「教育」と「その国のことば」というパスポートを手に入れ
る必要があります。みんなで考えていける社会にするには自分には何ができるだろう
と、問いかけを改めていただきました。

外大在校生·卒業生の話には彼女達の置かれた環境に対する日本人としての申し訳なさ
と、それでも聡明に成長された姿に尊敬の気持ちで一杯です。
二重国籍を持ちインターナショナルスクールに通う2人の子供がいます。恵まれた環境
にある方だとは認識していますが、それでも行政の支援がほとんど無く、親が病気に
なったり職を失ったりした場合のことを考えると税金を払うより貯金したくなります。
文部科学省が色々やろうとしているようですが、結局人材不足の現場への押し付けで終
わらないようにして欲しいなと思いました。小島先生のやられてきた様な、現場からの
草の根的な活動を支援する方がいいのに、、、とも感じます。

第1部、2部は具体的で内容が濃く、とても充実していました。特に、第2部の登壇者の
お話により、こどもたちの状況や気持ちを臨場感をもって理解することができました。
児童生徒支援の体制は年々向上しているものの、支援に専門性を持つ外国ルーツの方た
ちを有償で配置するしくみが急務だと思いました。
第3部のタイトルが「多言語多文化を生かし合う未来の学校の姿」となっていたので、
もう少しそちらに寄った内容の話も聞きたかったです。外国人児童生徒に対する支援だ
けでなく、多様性を活かした新しい日本の学校教育の可能性について触れられたら、よ
りよかったと思います。
小島先生のパワフルで温かみのある進行が最高でした。ありがとうございました。

3人の学生さんのお話が、それぞれ違っていて、それぞれとても豊富で価値のある経験
をされているなあと感じました（回答者自身も、お三方とはタイプが違いますが、当事
者です）。
また、北村参事官の、最後の「自分の国は差別をしない、かっこいい国であってほし
い」というお言葉がとても心に残りました。「差別ってかっこ悪いんだ（差別する人
［差別してきたあいつら］ってかっこ悪いんだ）」と思うことで、自分が日本で受けて
きたいろいろな経験、なかなかうまく消化できない経験も、ストンと腑に落ちるような
気がします。
一方で、行政・現場・当事者の間には、行政は主に「日本語教育、日本社会への参加」
をメインに考えているのに対し、現場・当事者では「自分の/多様なルーツを認めるこ
と、多様な/自分のアイデンティティを確立し、それが尊重されるべきであること」も
大事だととらえている、ということにギャップがあるようにも感じました。なかなかす
ぐにとはいかないと思いますし、制度設計となると障害も多いと思いますが、今後、行
政や制度設計の面でも、「外国人に日本で生活するためのサポートをする」だけではな
く、「外国人や外国につながる人が自分自身のルーツを認め、それを活かし、輝ける社
会にする」という方面にも目を向けていただけますと幸いです。

今日話題になったことは、「外国につながりのある子ども」に関する事と言うよりも、
今の「学校」という公教育制度が遭遇している根本的な課題を浮き彫りししているもの
だと思います。「外国につながりのある子ども」を契機の一つとして、「学校」をどの
ように造り替えるかがテーマです。それは「どのように地域に住むすべての子どもたち
が安全で安心して『共に学び共に育つ』学校をつくるか」ということ、すなわち「イン
クルーシブな学校の開発」です。それが「インクルーシブな社会（共生社会）」を創り
ます。そう思います。「外国につながりのある子ども」の教育の問題をローカルな話題
にしてはならないと思います。

「日本語指導が必要な児童生徒」あるいは「日本語教育推進法」といった言葉に象徴されるよう
に、一歩間違えると「日本語学習」が日本への同化を求めるような考え方や方策へとらえられ実
践されてしまう危険性が、日本社会のあちらこちらに散らばっています。
それらを乗り越えて多文化共生〜つまり誰もが自分らしく居心地よく生きられる社会を構築して
いくために、まずは子どもたちの学ぶ場で実践できることを確認できるような内容でした。外国に
つながる子ども支援に携わる者として、勇気と元気をいただけるシンポジウムでした。ありがとう
ございました。
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本日お伺いした話は、県や市町村の各自治体、また教育委員会の方こ
そ知るべきだと思いました。半強制的？にでも知ってほしいと思いまし
た。

シンポジウムの開催、教員・支援員育成コースの設置、情報発信

外国人児童生徒の指導において、電子教材の活用で解決できる課題も
多いと考えています。宣伝になってしまい恐縮なのですが、私自身
Finger Boardというアプリを使って現場の先生とともに電子教材を作成
する取り組みをしていまして、こういった技術の活用も進めていただけ
ればと思います。

恩田教育長のお話（妄想）に出てきた、「FLT」の制度はぜひ実現して欲
しいです！
また、支援者の養成講座（認定がもらえるもの）等があると良いです。特
に社会人が学ぶ直す場が少なく、現役で支援している人が手探り状態
だと思います。それが進歩を鈍化させている気がします。ぜひそのよう
な場の提供をお願いします。

対話型アセスメントDLA　の実施と現在の状況やこれからの展望とかも
知りたいです。

今回、勤務先の大学の学生にも参加を促しました。学生たちの卒業論文は本シンポジウ
ムと同様のテーマです。ふだん書かれた資料で研究をしていると、どうしても当事者の
経験や思いのようなところを実感しづらいと思います。今回、小島先生ご自身のフィー
ルドワークと学生さんのこれまでについて、「生身の話」として伺うことができ、貴重
だと感じました。ありがとうございます。また、「東京外国語大学に入学して、初めて
自分を受け入れてもらえた」といったお話にもさすがだなあと思いました。地方だとな
かなか難しいところがありますが、学びたいと思いました。

３人の学生・院生の皆さんと小島先生・田中先生の御体験と御実践が印象深かったです。太田
市・可児市の実践には，自治体を担う方々の姿勢が開く可能性を感じました。中学校社会科教
員を退職し，卒論で高校での多言語教育を研究しています。全国の実施校・言語・単位数を調
査してきましたが，子ども達を含め日本で暮らす隣人の母語（ベトナム語・フィリピン諸語・ポルト
ガル語などや手話言語）を日本語話者が学べる場は極めて少ないです。その言語を通しての日
本語教育や教科指導ができる水準の教員を養成するには，大学はもちろん，それ以前からの長
期教育を制度保障する事が必要ではないでしょうか。登壇された学生さんのような母語話者が
日本語を習得して教員になれるようにする事と合わせて。小島さんの，普通に働いていると「声
を届けられない」という御指摘からは，職場や地域の「普通」の日本語話者が英語以外の他言語
（手話言語など国内異言語ふくめて）の話者（聴き手）になれるような教育課程にしていく必要も
あると思います。（田中先生が紹介された「青い目，茶色い目」は教材で使いました。なつかしい
です。）

「外国につながる子どもたち」を取り巻く問題に日本の教育の問題が顕著に現れてい
る、すなわち「外国につながる子どもたち」が生きやすい社会とは全ての子供達にとっ
て(ないしはその親にとっても)生きやすい社会になると感じました。

zoom配信だったので、地方においても参加が可能であり、各地の最新の情報を知るこ
とができありがたかった。2部の学生さんのリアルな話も大変良かった。共生や多様性
を進めるためには知ることから始まると思う。

どのお話も異なる立場からなされていて、大変面白かったです。その人となりが見える
お話しというのは、心に響くものがあります。学生の方々のお話も良かったです。個人
的には、その中でも、田中ネリ先生の講演が特に興味深かったです。日本語学習者らの
特別支援教室への送り込みは喫緊の課題であり、外国で育った私の子も田中ビネー式を
受け、語彙がわからず、実年齢よりも１歳IQが低いと判断されたことがあります。日本
語が母語ではない子への対応を担当者に聞いても、「マニュアルがあるので」との回答
で埒が開かなかったことが思い出されます。80年代より欧米ではこの議論がなされてい
る中で、日本ではもっとこの研究や議論が中心化されていく必要を感じており、その中
で田中先生のお話は大変ありがたかったです。

どの先生方も、資料が早送りされてしまい内容が確認できないものがたくさんありまし
た。参加者に後ほどご共有いただくことはできますでしょうか。
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